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 はじめに 
 

１． 計画策定の趣旨 

平成 17 年３月 22 日、丸亀市、綾歌町、飯山町が合併し、現在の丸亀市が誕生してから、

10 年以上が経過しました。 

この間、平成 18 年度に策定した「第一次丸亀市総合計画」をまちづくりの指針として、

「自然と歴史が調和し 人が輝く田園文化都市」の将来像実現に向けた取組を推進してい

ます。 

 

地方を取り巻く状況は、本格的な人口減少や少子高齢化の影響により、解決するべき課

題が多様化してきています。そうしたなか、地方の衰退に歯止めをかけるため、東京一極

集中を是正し、地方に新たな人の流れをつくり地域経済の活性化や人口減少の対応を図る

地方創生がはじまりました。 

 

地方自治体においては、これまで以上に、「選ばれるまち」としての取組が必要となって

います。市民にとっては丸亀市に住んで良かったと思え、市外から訪れた人には訪れてよ

かったという思いを、より一層強く持っていただけるよう、次のステップへとまちづくり

を進めるための指針として、「第二次丸亀市総合計画」を策定します。 

 

２． 計画の位置付け 

総合計画は、まちの未来の姿を示し、市の取組を総合的かつ計画的に推進するため、各

分野における計画や事業の指針を明らかにするもので、丸亀市の最上位計画の位置付けと

して策定します。 

各分野で策定する個別計画については、総合計画で示すまちの未来の姿の実現に向けて

設定する方針を踏まえ、自立した計画となるように整合を図ります。 

 

３． 計画のねらい 

丸亀市がこれから目指すまちづくりの方向性や、重点的に取り組む内容を市民にわかり

やすく示すとともに、これからの将来を展望し、総合的かつ計画的なまちづくりを進める

ための指針として策定するものです。 
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４． 計画期間と構成 

総合計画は、「基本構想」、「基本計画」で構成し、「基本構想」でまちづくりの大きな方

向性を、「基本計画」では具体的な取組の内容を示しています。 

 

基本構想：８年間 【2018年度（平成 30年度）～2025年度】 
目指すべきまちの姿、その実現のために必要なまちづくりの基本方針を示しています。 

 

基本計画：４年間 【2018年度（平成 30年度）～2021年度】 

基本構想の実現に向けて必要となる取組の方向性を体系的に示しています。 

また、施策のなかでも重点的に推進していく取組を示し、具体的な事業（重点プロジ

ェクト）を設定しています。 
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第１部 丸亀市の現在 
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第１章 社会潮流と丸亀市への影響 
 

（１） 少子高齢化社会の進行と人口減少社会 

平均寿命の延伸による高齢者人口の増加と、晩婚化・未婚化、そして、家庭を築き、子

どもを生むことの価値観の変化等による少子化の進行により、わが国の人口構造は大きく

変化しており、平成 20（2008）年をピークに総人口は減少に転じています。 

2025 年には、いわゆる「2025 年問題」を迎え、団塊の世代が後期高齢者（75 歳以上）

となり、わが国の高齢化率が 30％台に達し、うち後期高齢者は 20％に達する状況が想定

されています。 

また、我が国の年間の出生数は、第１次ベビーブーム期には約 270 万人、第２次ベビー

ブーム期には約 200 万人だったところが、1984（昭和 59）年には 150 万人を割り込み、

1991（平成３）年以降は増加と減少を繰り返しながら、緩やかな減少傾向となっています。 

 

丸亀市への影響 

●丸亀市においても、今後の更なる少子高齢社会の進行は、高齢者の福祉等に関する社会

保障費の増大、労働力人口の減少による経済の縮小のほか、社会を支える若い担い手の

減少により、様々な場面における地域活力の低下が懸念されます。 

 

（２） 地方分権の更なる進展と地方創生 

これからのまちづくりは、従来の縦割り行政や削減型行政改革といった行政運営を根本

から見直し、コストやスピードへの意識を持ち、サービス精神や経営感覚を持って地域を

マネジメントする「地域経営」の感覚を取り入れることが大切です。 

また、日常生活圏の広がりや，自治体の枠を超えて広がる行政課題の解決のために、広

域的な視点が求められています。 

さらに、人口減少対策としてはじまった地方創生が本格化し、従来のまちづくりの視点

とは違った視点をもち、様々な担い手とともに、「選ばれるまち」としてまちとしての個性

を打ち出すことが求められています。 

 

丸亀市への影響 

●丸亀市においても、多様化する地域課題に対応するためには、市民・事業者・行政が一

体となって、主体的にまちづくりを行っていくことを推進し、まちづくりにおける新た

な価値と目標を共に創造し、課題解決に取り組むことが求められています。 
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（３） 高度情報化社会の進展 

情報通信技術（ICT）※の飛躍的な発達と情報通信機器の普及・多様化により、国民生活、

企業活動、行政サービス、社会経済システム等が大きく変化しています。近年では、先進

的な携帯機器いわゆるスマートフォンが普及し、これらの普及に合わせて、インターネッ

トを通じて社会的なつながりを生みだすＳＮＳ※の利用・活用も進み、情報伝達のあり方が

変化しています。 

わが国においては、平成 20（2008）年から人口減少が始まり、今後は少子高齢化に伴

う本格的な人口減少社会へ突入し、2060 年には 8,000 万人台になると推計されており、

特に地方における労働力人口の減少、経済活動の縮小が危惧されています。そのような国

内の様々な社会的課題の解決方法のひとつとして、情報処理や通信に関連する技術、産業、

設備、サービスなどの ICT、モノをインターネット経由で通信させる IoT※の利活用促進に

期待が高まっています。 

 

丸亀市への影響 

●丸亀市においても、ICT を活用したネットワーク化による企業活動の活性化、産業立地

の分散やテレワーク等の就労形態の多様化などにより、産業の生産性を高めるとともに、

防災や防犯、医療・介護等の様々な分野での活用や ICT を用いた地域づくり、人的・

物的交流の効率化・活発化を香川県等とも連携しながら効果的に推進することが必要で

す。 

 

（４） 観光振興を軸とした活性化 

国では、観光立国実現に向けた様々な取り組みが実施され，平成 27（2015）年度の訪

日外国人観光客数は過去最高の 1,974 万人に達し、訪日外国人による消費額は 3.5 兆円と

なっています。また、2020 年東京オリンピック・パラリンピックを控えており、訪日外国

人観光客はますます増加されると予想されています。 

国内においても、交通網の整備と情報通信機器の普及が進んだことに合わせて、地方創

生の活性化により各地の誘客促進が進み、国内旅行者が増加傾向にあります。地方におい

ては、既存観光ブランドを育成し、「おもてなしの心」を醸成させるとともに、新たな観光

ブランドを創出することが重要です。 

 

丸亀市への影響 

●本州と四国を結ぶ瀬戸大橋、高速道路ＩＣ、高松空港など交通環境ネットワークが優れ

ている丸亀市において、人口減少に伴う地方消費額の減少を補う意味でも、交流人口の

拡大と、それを地域経済の活性化につなげる取組が求められています。 

  

※ＩＣＴ：情報・通信に関する技術などの総称のこと。 

※ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービス、人と人との社会的な繋がりを維持・促進する様々な機能を提供する、会員制のオンラ

インサービスのこと。 

※ＩｏＴ：情報通信機器に限らず、すべての「モノ」がインターネットでつながること 
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（５） 「安全・安心」への関心の高まりと地域のつながりの重要性 

平成 23（2011）年３月 11 日に発生した東日本大震災では、揺れによる家屋等の被害に

加えて、地震を起因とする液状化や津波等により、多くの尊い人命を失っただけではなく、

都市基盤等も甚大な被害を受けました。加えて，東京電力福島第一原子力発電所の事故に

よって、放射性物質の放出やそれに伴う汚染被害が発生し、関東地方においては、風評被

害が発生するなど、大きな爪痕を残しました。さらには、ゲリラ豪雨による水害や、平成 28

（2016）年４月の熊本地震等、頻発する大規模自然災害に対して、安全で安心なまちづく

りが求められています。 

また、子どもや高齢者等の社会的弱者を狙う犯罪が深刻な問題として大きく取り上げら

れるなど、様々な分野で暮らしの安全・安心に対する取り組みの重要性が高まっています。 

こうした災害や犯罪に対し、地域の安全・安心な暮らしを守るためには、自助・互助・

共助・公助の考えに基づき、地域で共に見守り、支え合う社会の構築が求められています。 

 

丸亀市への影響 

●市民の命を守り、安全で安心、平穏な暮らしを守る責務があります。減災に対する取り

組みをはじめ、初動体制の確立や被災者への迅速な支援等，総合的な防災対策が重要で

す。また、災害や犯罪に対し、地域の安全・安心な暮らしを守るため地域におけるつな

がりをさらに強化することが必要です。 

 

（６） 自然共生社会の実現と循環型社会の構築 

自然環境は、地球上のすべての生物が互いにバランスを保つことにより成り立っていま

す。しかし、人間の社会経済活動による環境負荷等によって，豊かな自然環境が損なわれ

る恐れがあります。 

自然に配慮した自然との共生社会を実現するため，資源の有効活用の観点からこれまで

の３R※（リデュース、リユース、リサイクル）から、４R（リデュース、リユース、リサ

イクル、リフューズ）の取り組みを進め，持続可能な循環型社会※を構築していくことが求

められています。 

 

丸亀市への影響 

●丸亀市においても、地球温暖化対策や、低炭素社会の実現に向けて、移動、居住・就業

空間、産業活動など多角的に取り組むことが大切です。また、エネルギー消費量の少な

い設備の導入や、最新鋭の技術の活用など、環境への負荷の低減等による、積極的な省

エネルギーの利用を推進することで、美しい自然を守り、次の世代に伝えていくことが

大切です。 

  
※４R：廃棄物などの発生抑制（英：Reduce：リデュース）、再使用（英：Reuse：リユース）、再生利用（英：Recycle：リサイクル）、不

要なものは買わない（英：Refuse：リフューズ）の４つの頭文字からとった言葉 

※循環型社会：大量生産、大量消費、大量廃棄物社会に代わって、ライフスタイルの見直しなどにより、資源を効率的に利用してごみを出さ

ないこと、出してしまったごみは資源として有効利用し、どうしても利用できないごみは適正に処分するといった効率的に資源が循環する

社会のこと 
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第２章 統計でみる丸亀市の状況 
 

（１） 総人口の推移 

人口は横ばいで推移、少子高齢化が進む 

○丸亀市の総人口をみると、2010 年をピークに減少しており、2015 年時点で 110,010

人となっています。 

○65 歳以上の老年人口が占める割合は、2015 年時点で 27.4％と年々上昇していること

に加え、年少人口、生産年齢人口の占める割合は年々減少してきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後考えられる影響 

●少子高齢化が進むことにより、人口の自然減少が進みます。 

●将来人口予測では、2060 年に 8 万人を割る予測も出ています。 
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資料：国勢調査 
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（２） 人口の増減 

社会増が続いているものの自然減少が進む 

○転入転出の状況をみると、2013 年に転出が転入を上回り社会減となったものの、その

後、転入が上回る社会増となっています。 

○少子高齢化の影響もあり、死亡数が出生数を上回り、自然減少となっています。 
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資料：香川県人口移動調査 

今後考えられる影響 

●社会増が減少に転じれば、自然減少が進むこともあり、丸亀市の人口は大きな減少と

なります。 
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（３） 世帯の状況 

世帯数の増加と人員数の減少 

○一般世帯数については、年々増加しており、2015 年では、43,731 世帯となっていま

す。 

○１世帯あたり人員数は年々減少しており、2015 年では 2.52 人と核家族化の傾向がみ

られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後考えられる影響 

●少子高齢化の影響もあり、世帯については、高齢者のみの世帯や、高齢者単身世帯の

増加が考えられます。 

●１世帯あたり人員数の減少は、出生数の減少も影響していると考えられ、出生数の減

少が進めば、ますます減少すると考えられます。 

35,471 
38,063 

40,501 
42,895 43,731 

2.99 

2.85 

2.72 

2.58 
2.52 

2.00

2.50

3.00

3.50

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

一般世帯数 1世帯あたり人員

（世帯） （人/世帯）

資料：国勢調査 
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（４） 子どもの人口の推移 

児童数の減少 

○総人口は、2015 年で減少したものの、1990 年から比べると人口増となっていますが、

児童数は 1990 年 23,777 人に対し、2015 年 18,530 人と減少していることがわかりま

す。 

○児童人口割合については、2,000 年以降、20％以下となっており、2015 年では 16.8％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後考えられる影響 

●児童数が減少することにより、理想の人口ピラミッド構成を崩すことになります。 

●児童数は減少しているのにも関わらず保育・教育現場において、子どもを預けるニー

ズは高まっており、幼稚園、保育所、こども園、小中学校のあり方を検討する必要が

あります。 

資料：国勢調査 

23,777 
21,807 20,575 19,953 19,405 18,530 

23.5%

20.6%
19.0%

18.1% 17.6% 16.8%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

児童人口（0～17歳） 児童人口割合

（人） （％）
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（５） 産業人口の状況 

各産業人口の減少 

○産業別人口の状況をみると、各産業ともに減少傾向にあります。 

○特に第１次産業の産業人口は、2000 年の 2,909 人と比べると 2015 年では 1,918 人と

大きく減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

今後考えられる影響 

●少子高齢化が今後も進めば、産業人口の減少は続きます。 

●産業人口が減ることにより、税収の確保が厳しい状況となることも考えられます。 

5,125 3,893 3,660 2,909 2,997 2,121 1,918 

17,529 17,933 18,927 18,276 16,232 15,191 15,014

23,692 27,921
30,295 30,976 33,650

32,197 31,999

47,864
49,893

54,579 53,987 53,406
50,981 50,783

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

（人）

第１次産業 第２次産業 第３次産業

11.1 7.8 6.9 5.6 5.7 4.3 3.9 

37.8
36.0 35.8 35.0 30.7 30.7 30.7

51.1 56.1 57.3 59.4 63.6 65.0 65.4

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

（％）

第１次産業 第２次産業 第３次産業

資料：国勢調査 
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第３章 市民の声 
 

（１） アンケート調査結果概要 

日常生活の利便性と自然の豊かさが特徴 

○丸亀市在住の市民を対象に実施したアンケート調査結果では、「買い物など日常生活が

便利」が 48.4％と最も多くなっており、次いで「自然環境が豊かである」が 37.9％と

なっています。 

○平成 22 年実施分と比較すると、「通勤・通学など交通の便がよい」、「福祉や医療面で

安心できる」の項目が上昇しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ポイント 

●生活における利便性を感じている市民が多いことは、定住促進の強みになってきます。 

●「歴史・文化が豊かで個性がある」項目も３番目に多くなっています。歴史や文化に

ついては、まちの個性を磨くための要素となります。 

37.9 

21.8 

16.5 

48.4 

4.5 

11.6 

7.1 

9.6 

7.6 

0.7 

3.3 

3.3 

40.8

25.2

14

49.8

3.9

10.2

4.1

11

7.3

0.7

2.7

3.1

0.0 20.0 40.0 60.0

自然環境が豊かである

歴史・文化が豊かで個性がある

通勤・通学など交通の便がよい

買い物など日常生活が便利

趣味や娯楽が楽しめる

福祉や医療の面で安心できる

子育てがしやすい

近所づきあいや人間関係が豊かである

防犯や防災の面で安心できる

産業が盛んで働きやすい

行政サービスが充実している

その他

（％）

今回調査分

前回調査分
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趣味や娯楽の場が少ないこと、まちの個性が乏しい 

○丸亀市の魅力が乏しいと感じることについては、「趣味や娯楽の場が少ない」が 25.7％

ともっとも多く、次いで「まちの魅力に乏しく、個性がない」、「通勤・通学など交通

の便が悪い」が 21.4％となっています。 

○平成 22 年実施分と比較すると、「趣味や娯楽の場が少ない」ことに加え、「近所つきあ

いや人間関係に乏しい」と答えた人が増えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ポイント 

●丸亀市の魅力と比較すると、上位となっていた「自然環境の豊かさ」、「日常生活の利

便性」は低くなっています。 

●「まちの魅力に乏しく、個性がない」ことについては、丸亀市の有している資源の再

認識を促し、魅力向上に努めることが必要です。 

3.4 

21.4 

21.4 

9.6 

25.7 

10.8 

3.3 

11.8 

14.5 

19.0 

8.4 

6.7 

4.2

25.3

16.1

6

21.5

17.4

3.3

10.9

13.7

26.7

15.2

5.4

0.0 20.0 40.0 60.0

自然環境に乏しい

まちの魅力に乏しく、個性がない

通勤・通学など交通の便が悪い

買い物など日常生活が不便

趣味や娯楽の場が少ない

福祉や医療の面で安心できない

子育てがしにくい

近所づきあいや人間関係に乏しい

防犯や防災の面で安心できない

産業が停滞し働く場が少ない

行政サービスがよくない

その他

（％）

今回調査分

前回調査分
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これからもずっと住み続けたい人が多い 

○丸亀市に住み続けたいかどうかについては、「これからもずっと住み続けたい」が

80.0％となっています。 

○「いったん離れるかもしれないが、いずれは戻ってきたい」、「離れたくないが、市外

へ移転することになると思う」を踏まえると全体の約９割の人が定住意向であること

がわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ポイント 

●人口減少の流れにあっても、その影響を最小限に留められるよう、今後も住みよいま

ちづくりを一層推進し、定住促進につなげる必要があります。 

80.0 

6.2 

5.9 

6.1 

1.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

これからもずっと住み続けたい

いったん離れるかもしれないが、

いずれは戻ってきたい

離れたくないが、市外へ

移転することになると思う

市外に移転したい

無回答

（％）
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安全・安心な暮らしに重点改善が必要 

Ａ：重点改善分野 Ｂ：重点維持分野 

該当する項目への重点的取組により、市民

の満足度を高めることが強く求められてい

る。 

重要分野として、今後も現在のサービス水

準を維持していくことが強く求められてい

る。 

7 バリアフリー／36 介護保険等／35 健康保

険・年金制度 ／23 雇用対策／39 交通

安全・防犯対策／26青少年育成 等  

12 水道水の供給／2 ゴミ・リサイクル／16 ご

み・し尿処理／38 消防・救急体制／13 排水

処理 等 

Ｃ：改善分野 Ｄ：維持分野 

実施方法の改善や市民への周知などによ

り、できるだけ満足度を高めることが求め

られている。 

できるだけサービス水準の維持に努めなが

らも、社会情勢や市の実情に見合った取組

が求められている。 

11 公営住宅等／9 土地利用／4 レク施設等

／22 観光産業／41 情報・通信基盤／46 国

際交流 等  

5 幹線道路／17 墓地・葬儀／28 文化財等の

保護     

      

  

省エネルギー等

ゴミ･リサイクル

自然環境保全

ﾚｸ施設等

幹線道路

一般道路

バリアフリー

公共交通

土地利用

景観まちづくり

公営住宅等

水道水の供給排水処理

公園、緑地

港湾整備

ごみ･し尿処理

墓地･葬儀

離島交通

農林水産業

商業･ｻｰﾋﾞｽ業

工業

観光産業

雇用対策

生涯学習

学校教育

青少年育成

芸術・文化

文化財等の保護

スポ・レク

地域福祉

医療環境

高齢者福祉

障害者福祉

子育て支援

健康保険･年金制度

介護保険等

消費者保護

消防･救急体制交通安全･防犯対策

広報活動､情報公開等

情報･通信基盤

コミュニティ活動支援市民参画

人権尊重

男女共同参画

国際交流

2.6

2.8

3

3.2

3.4

3.6

3.8

2.1 2.3 2.5 2.7 2.9 3.1 3.3

今
後
の
重
要
度

現在の満足度

ＢＡ

Ｃ Ｄ
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（２） ワークショップでの意見 

観光・産業、暮らしについての意見が多い 

○総合計画策定にあたり、若い世代を対象としたワークショップを実施しました。商店

街の活性化や魅力的な飲食店を望む声が多くありました。 

○暮らしの面においても、交通や子育て支援などの意見がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ポイント 

●アンケート調査結果と比較しても、まちの個性が課題となっている中で、ワークショ

ップにおいても同様の傾向があります。 

 仕事の創出 

 
公共交通機関 

の充実 

 障がい者支援 

 
子育て環境 

の充実 

 
市の魅力を 

再認識 
 商店街の活性化 

 
男女共同参画の

推進 

 市民の協力 

 市外へのＰＲ 
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第４章 第１次計画の成果 
 

（１） 政策の柱ごとの成果 

合併後、『自然と歴史が調和し 人が輝く田園文化都市』を将来像として、丸亀市の持つ

多様な地域特性と恵まれた気候、そこから生まれた文化などの豊かな風土をみんなの財産

として守り育てながら、心豊かで快適な生活ができるまちづくり進めてきました。 

将来像の実現にむけて、設定した政策の柱ごとに成果の一部を見てみると、「教育」、「子

育て」の面において、充実を図ってきたことがわかります。 

 

政策の柱 成果 

【政策Ⅰ】 

身近な自然と歴史文化を未来に伝えるまちを

創る 

○住宅用太陽光発電システム設置費補助件

数の増加 

【政策Ⅱ】 

日常生活が営みやすくにぎわいと活力のある

まちを創る 

○空家対策条例、除却補助金の新設 

○公共調達基本条例の制定 

○企業立地促進条例と奨励金の新設 

○さぬき浜街道の 4 車線化 

○丸亀城天守入場者数 11 万人更新 

【政策Ⅲ】 

誰もが健康で安心して暮らせるまちを創る 

○人間ドック助成の新設 

○防潮壁の整備完了 

○新消防庁舎完成 

【政策Ⅳ】 

心豊かな人が育ち 誰もが生きがいを感じる

まちを創る 

○中学校までの医療費無償化 

○学童保育を６年生まで市内全域に（島しょ

部を除く） 

○認定こども園の整備（公立４園、私立１園） 

○保育所・学校施設の耐震化率１００％ 

○保育所・小中学校の全教室に空調を整備 

○新丸亀市民球場完成 

【政策Ⅴ】 

自治・自立のまちをつくる 

○全地区において「コミュニティまちづくり

計画」を策定 

〇地域担当職員制度の導入 
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（２） 行政評価の結果 

丸亀市では、総合計画の着実な推進を図るため、市役所内部における自己評価（内部評

価）と、市の附属機関である行政評価委員会による外部からの視点による評価（外部評価）

を実施しています。内部評価は事業担当課による評価（1 次評価）と、副市長・総務管理

部局による評価（2 次評価）を行っています。第一次総合計画（後期基本計画）5 年間を総

括した評価結果を次のページに示しています。 

 

＜評価基準＞ 

Ａ：施策の進捗、事業の成果ともに期待以上である。 

Ｂ：施策の進捗は概ね順調で、事業の成果も出ている。 

Ｃ：施策の進捗が遅れ気味で、期待したほどの成果が出ていない。 

Ｄ；施策の進捗が遅れ、成果もあまりない。 

Ｅ：施策が進捗しておらず、成果もない。 

 

（３） 行政評価の外部評価概要 

第１次総合計画後期基本計画における、重点推進プロジェクトの目標である人口維持（11

万人以上／2015 年 10 月）を達成できています。 

総合計画後期基本計画には 11 の政策目標・35 の主要な施策に、145 の成果指標を設定

していましたが、その達成度は、指標以上の成果を認められたのが 23、達成できたものが

46 であり、指標をクリアできたのは半分以下（47.6％）。指標に向かって改善しつつある

が達成には至っていないものが 45（31.0%)となっています。 

基準値から変化無し 3・基準値から悪化 28（21.4%）と 2 割以上の成果指標において結

果が出ていない状況となっています。基準値から悪化している施策については、原因を検

証・分析し、施策・事業の方向性や成果指標のあり方等を再検討する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画に掲げられている「施策の展開」や、「重点推進プロジェクト」などについて、

進行管理ができていない部分も見受けられたため、今後は、成果指標だけでなく、総合計

画全体の内容を進行管理できるよう、現状のＰＤＣＡサイクル※についても合わせて見直し

が求められています。 

  

成果指標達成施策 

○歴史的資源の保存と活用 

○水道水の安定供給 

○子育て支援の充実 

 

課題となった施策 

●鉄道・バスなど公共交通の整備 

●道路環境の整備 

●交通安全や防犯対策に関する取組 

など 

 

※ＰＤＣＡサイクル：事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法こと。 

Plan（計画）→Do（実行）→Check（評価）→Act（改善）の 4 段階を繰り返す 
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行政政評価結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境安全課 Ｂ

農林水産課 Ｂ

２　環境に配慮した社会づくり 2 環境安全課 Ｂ Ｃ Ｃ

環境安全課 Ａ

クリーン課 Ｃ

４　緑のまちづくりの推進 4 都市計画課 Ｃ Ｃ Ｃ

都市計画課 Ｃ

教育総務課 Ｂ

２　文化芸術の振興 6 文化観光課 Ｂ Ｂ Ｂ

公共施設管理課 Ｂ

環境安全課 Ｂ

都市計画課 Ｂ

地籍調査課 Ｂ

市民活動推進課 Ｂ

環境安全課 Ｂ

３　道路環境の整備 9 建設課 Ｃ Ｂ Ｃ

４　水道水の安定供給 10 水道部 Ｂ Ｂ Ｂ

５　生活排水処理施設の整備 11 下水道課 Ｃ Ｃ Ｃ

１　農林水産業の振興 12 農林水産課 Ｂ Ｂ Ｂ

２　商工業の振興 13 産業振興課 Ｂ Ｂ Ｂ

３　観光の振興 14 文化観光課 Ｂ Ａ Ｂ

建設課 Ｂ

産業振興課 Ｂ

都市計画課 Ａ

建設課 Ｂ

２　危機管理体制の強化 17 危機管理課 Ｂ Ｂ Ｂ

３　消防・救急体制の充実 18 消防本部 Ｃ Ｃ Ｃ

市民活動推進課 Ｂ

環境安全課 Ｂ

建設課 Ｂ

１　高齢者福祉の充実 20 高齢者支援課 Ｃ Ｃ Ｃ

２　障がい者福祉の充実 21 福祉課 Ｂ Ｂ Ｃ

福祉課 Ｂ

保険課 Ｃ

４　地域保健・医療の充実 23 健康課 Ｃ Ｃ Ｃ

外部
評価

担当課主要な施策政策目標政策の柱
施策
№

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

Ｂ

Ｃ

Ｂ

２　活力とにぎわいに満
ちたまち

４　雇用の促進 Ｃ

Ｃ

Ⅲ　誰もが健康で安心し
て暮らせるまちを創る

１　災害や犯罪から人や
地域をまもるまち

１　災害に強い都市基盤の整備 Ｂ

４　交通安全・防犯・消費者保護
対策の充実

Ｂ

２　住み慣れた地域で健
やかに暮らせるまち ３　暮らしを支える福祉の充実 Ｃ

16

19

22

Ⅱ　日常生活が営みや
すくにぎわいと活力のあ
るまちを創る

１　日常生活が便利で快
適なまち

１　適正な土地利用と良好な住環
境の形成

Ｃ

２　公共交通の充実 Ｂ

Ⅰ　身近な自然と歴史文
化を未来に伝えるまちを
創る

１　地球の未来を思い、
多様な自然を尊重する
まち

１　自然環境の保全 Ｂ

３　廃棄物の適正処理と再資源化 Ｄ

２　まちの歴史・文化を学
び、未来に伝えるまち

１　歴史的資源の保存と活用

1

3

5

7

8

15

内部評価

1次 2次

Ｂ

人権課 Ｂ

学校教育課 Ｂ

２　男女共同参画社会の実現 25 人権課 Ｂ Ｃ Ｃ

子育て支援課 Ｂ

幼保運営課 Ｂ

市民活動推進課 Ｂ

教育総務課 Ｂ

幼保運営課 Ｂ

市民活動推進課 Ｂ

教育総務課 Ｂ

学校教育課 Ｃ

学校給食センター Ｂ

市民活動推進課 Ｃ

図書館 Ｃ

スポーツ推進課 Ｂ

都市計画課 Ｂ

Ｃ

Ｂ

ＣＢ

３　市民が生きがいを
もって暮らせるまち

１　生涯学習活動の推進 Ｃ

２　スポーツ・レクリエーション
活動の振興

Ｂ

Ⅳ　心豊かな人が育ち誰
もが生きがいを感じるま
ちを創る

１　互いの人権を尊重
し、個性と能力が発揮で
きるまち

１　人権尊重社会の実現 Ｂ

２　元気で心豊かな子ど
もたちが育つまち

１　子育て支援の充実 Ａ

２　学校教育の充実

Ｂ

Ｂ

24

26

27

28

29
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（内部評価結果 Ａ：2 Ｂ：20 Ｃ：12 Ｄ：1）（外部評価結果 Ｂ：20 Ｃ：15） 

 

 

 

  

秘書広報課 Ｂ

行政管理課 Ｃ

財務課 Ｂ

秘書広報課 Ｂ

政策課 Ｃ

市民活動推進課 Ｂ

市議会事務局 Ｂ

選挙管理委員会事務局 Ｂ

３　地域コミュニティの活性化 32 市民活動推進課 Ｂ Ｂ Ｂ

秘書広報課 Ｂ

政策課 Ｂ

財務課 Ｂ

税務課 Ａ

ボートレース事業局 Ｂ

会計課 Ｂ

職員課 Ｂ

政策課 Ｃ

行政管理課 Ｂ

財務課 Ｂ

公共施設管理課 Ｂ

綾歌市民総合センター Ｂ

飯山市民総合センター Ｂ

市民活動推進課 Ｂ

市民課 Ｂ

監査委員事務局 Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ｂ

Ⅴ　自治・自立のまちを
創る

１　市民がつくるまち

１　情報の発信と地域情報化の推
進

２　市民とともに改革する
まち

１　財政運営の効率化 Ｂ

２　行政運営の最適化 Ｃ

Ｂ

２　市民参画と協働の推進 Ｂ

４　広域連携・交流活動の充実

Ｂ

Ｂ

30

31

33

34

35
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Ｓ Ｗ 

Ｏ Ｔ 

第５章 課題の整理 
 

（１） ＳＷＯＴ分析 

丸亀市の現況については、ＳＷＯＴ分析の手法を用いて整理し、これからのまちづくり

についての課題を明確にしました。丸亀市の特性を活かすべき「強み」や「機会」、克服す

べき「弱み」や「脅威」といった視点から把握することが重要です。以下の通りに特性と

状況を分析しています。 

 

■ＳＷＯＴ分析 

強 み（Strength） 
 

・転入者の増加による人口流入 

（8P （2）） 

・生活の利便性に強みを感じている市民の 

多さ（12P （1）） 

・地区コミュニティの活性化 

・住みよさランキング 

・豊かな自然環境を守れている 

（6P （6）） 

弱 み（Weakness） 
 

・少子高齢化による自然増減（4P （1）） 

・核家族化の進行（9P （3）） 

・産業人口の減少（11P （5）） 

・人口減少による産業の担い手不足 

・地域特性があり、課題が多様化している 

機 会（Opportunity） 
 

・地方創生への機運の高まり（4P （2）） 

・ライフスタイルの見直し（田園回帰） 

（4P （2）） 

・大規模災害による防災・減災意識の高揚 

（6P （5）） 

・幹線道路の延伸による交流の増加 

・オリンピック・パラリンピックの開催 

・ＩＣＴ、ＩＯＴの普及（5P （3）） 

・観光振興による交流人口の拡大 

（5P （4）） 

脅 威（Threat） 
 

・高齢化の急速な進行（7P （1）） 

・若者の流出 

・人口減少による地域経済の縮小 

・社会保障の増加（4P （1）） 

・地方創生の本格化がもたらす自治体間での

差別化（4P （2）） 

・人間関係の希薄化や自治会加入率の低下 

（12P （1）） 

・高度情報化社会による情報飽和時代の突入

（5P （3）） 

 

 

①人口減少、少子高齢化への対応 

②公共施設の総合管理 

③協働意識の必要性と地域コミュニティの強化 

④健全な財政運営 

  

ＳＷＯＴ分析からみえるまちづくりの課題 
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（２） まちづくりの課題 

ＳＷＯＴ分析をもとに抽出した４つの課題をもとにまちづくりの方向性を定める必要性

があります。 

 

人口減少と少子・高齢化への対応 

○国立社会保障・人口問題研究所が公表した「日本の将来推計人口」（2012（平成 24）

年１月）によると、日本の人口は、2026 年に１億 2,000 万人を、2048 年には１億人

を下回ると推計されています。丸亀市においては、国、香川県の人口減少対策として

の長期ビジョンに準じ、「丸亀市人口ビジョン」を策定しています。 

○人口減少対策として、「合計特殊出生率の向上」、「転出抑制と転入促進」、「さらなる魅

力と安心の醸成」の３つの方向性を定めています。今後もこうした人口ビジョンを踏

まえた施策の推進が必要となっています。 

 

公共施設の総合管理 

○建物や道路等、インフラ施設を含め、資産の大部分を占める公共施設等の老朽化対策

は、近年、全国的にも大きな問題となり、丸亀市でも避けて通れない課題の一つとな

っています。単に公共施設等の廃止・縮小を推進するのではなく、中・長期的なまち

づくりの視点に立った持続可能な公共施設等のあり方として、効果的かつ効率的な整

備と管理運営を行うことで、引き続き市民が安全に安心して、そして快適に公共施設

等を利用できる環境整備が必要です。 

○少子高齢化や人口減少等により、幼稚園、保育所、こども園、小中学校においても、

老朽化や適正な学級規模が維持できなくなる可能性もあり、地域の状況に応じた配置

や適正化を図ることが必要となります。 

 

協働意識の必要性と地域コミュニティの強化 

○家族の形態や価値観の多様化を背景に、従来型の地域コミュニティの衰退が懸念され

る一方で、中・高年層を中心に、社会貢献活動への参加意欲が高まっています。 

○市民と行政が対等なパートナーとして情報や課題を共有し、協働によるまちづくりを

進めていくことが大切であり、市民活動の活性化と地域コミュニティ機能の強化に向

けた取組が求められます。 

 

 

  



23 
 

 

健全な財政運営 

○丸亀市の特徴でもある生活面の利便性を維持するためには、人口減少が影響し、厳し

い財政状況にあっても、更なる福祉施策の充実や公共施設の維持管理、老朽化対策等

を実施しながら、市民サービスの向上を目指す責務があります。 

○自主財源の確保とともに、市民ニーズを踏まえた上で、最少の経費で最大の効果が得

られるよう、選択と集中による事業の再構築と大胆な見直しに努める必要があります。 

 

 

市債残高と発行額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公債費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：丸亀市中期財政フレーム(改訂) 平成 29年度 

資料：丸亀市中期財政フレーム(改訂) 平成 29年度 

平成29年

（2017年）
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

公債責 4,631 5,143 5,504 5,796 5,876 5,972 5,909 5,848 5,432 5,328

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

（

（百万円）

平成29年

（2017年）
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

市債残高 56,145 58,647 61,065 59,240 57,815 55,789 53,796 51,836 50,267 48,784

市債発行額 4,832 7,308 7,610 3,675 4,177 3,700 3,700 3,700 3,700 3,700

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000
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10,000

20,000

30,000

40,000
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60,000

70,000

（

（残高：百万円） （発行額：百万円）
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平成29年

(2017年）
2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年 2026年

基金残高 13,009 12,975 24,695 22,072 17,109 15,506 10,576 5,893 4,737 3,579

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（

（百万円）

基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 県内市の財政関係指標一覧（平成 27年度普通会計決算） 

 
標準財政規模 

（千円） 

※ 

財政力指数 

（20〜22年度平均） 

※ 

経常収支比率 

（％） 

※ 

実質公債費比率 

（％） 

※ 

将来負担比率 

（％） 

※ 

積立基金残高 

（千円） 

地方債残高 

（千円） 

丸 亀 市 24,457,264 0.69 89.5 4.3 58.6 13,009,154 55,576,037 

高 松 市 94,703,177 0.82 91.8 9.0 69.9 20,619,536 165,347,912 

坂 出 市 13,548,139 0.85 90.2 12.2 88.3 5,268,589 21,937,542 

善 通 寺 市 7,888,861 0.51 90.5 5.5 ― 5,706,671 9,577,270 

観 音 寺 市 15,783,535 0.63 90.0 9.7 77.9 6,699,720 38,418,939 

さ ぬ き 市 15,565,471 0.42 92.7 12.9 ― 16,727,636 23,789,320 

東かがわ市 9,784,810 0.44 92.8 0.7 ― 6,854,,081 13,666,924 

三 豊 市 20,057,655 0.48 87.4 4.2 ― 19,579,550 33,450,962 

 

■ モーターボート競走事業の収支決算の推移（千円） 

 平成 24年度 平成 25年度 平成 26 年度 平成 27年度 平成 28年度 

収支決算 606,072 3,381,110 3,467,521 4,061,091 3,307,422 

 

 

 

 

指標 

市名 

年度 
項目 

資料：丸亀市中期財政フレーム(改訂) 平成 29年度 

※標準財政規模：地方公共団体の標準的な一般財源の規模を示すもので、地方交付税制度のもとで財源保障の対象となる総枠のこと。 

※財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指数で、大きいほど財政に余裕があるという指数のこと 

※経常収支比率：財政構造の弾力性を判断する指標であり、比率が低いほど弾力性が大きいことを示すもの。 

※実質公債費比率：平成 18 年４月に地方債制度が「許可制度」から「協議制度」に移行したことに伴い導入された財政指標であり、公債費

による財政負担の程度を示すもの。 

※将来負担比率：将来負担比率とは、自治体における一般会計等で将来負担すべき債務が標準財政規模の何倍あるかを示すもの 
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第２部 基本構想 
 

 

基本構想：８年間 【2018年度（平成 30年度）～2025年度】 
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第１章 将来像 
 

基本構想では、今後 8 年間において、目指していくまちの姿である「将来像」と、将来像

を実現するための、まちづくりの「基本方針」を定めます。 

 

（１） 将来像を設定する上で大事にしたいこと 

 

市民が主役 

丸亀市自治基本条例で掲げられている、本市における自治の基本理念は、「市民がお互

いに個人として尊重されるとともに、自らの意志と責任に基づいて主体的に行動すること」

であり、市民一人ひとりが主役となってまちづくりに取り組むことを大切にしてきました。 

一方で、都市化、情報化など社会情勢の変化や、人間関係の希薄化など、地域を取り巻

く状況は変化しています。丸亀市が、これからの将来も地力のあるまちとして発展し続け

るためには、市民一人ひとりがまちづくりを我が事として考えるとともに、 

あらゆる行政活動の推進と、地域課題を解決するうえで原動力となるのは、「市民力」

であると再認識し、コミュニティや職場など身近な環境で、共に助け合って自分たちのま

ちをつくっていく意識の醸成が不可欠です。 

今後も一層、市民が自発的にまちづくりへ関心を寄せ、参画する意識を促す取組を推進

し、わがまちに対する愛着と誇りを醸成しながら、市民の誰もが主役となるまちを目指し

ていくことが重要です。 

 

選ばれるまち 

市民の声にあったように、市民の実感している丸亀市の強みは、生活における利便性で

あり、このことはまさに市民が求める暮らしのニーズを表しているとも言えます。 

一方で、市民からはまちの個性がないことが課題としてあげられています。 

本格的な地方創生がはじまり、各地で「選ばれるまち」となるための様々な取組が動き

出しています。こうした状況の中で、丸亀市がさらに「選ばれるまち」となるためには、

本市の持つ良さを最大限に引き出し、強みに変えていくことが重要です。 
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（２） 将来像 

 

 

将来像 

豊かで暮らしやすいまち 丸亀 

 

 

自然や歴史・文化など、本市の誇りである様々な地域資源と、それらを守り育ててきた

人や地域のつながり、 

 

これまで丸亀市は、先人たちのたゆまない努力により、魅力のあるまち、住みよいまち

として発展し続けてきました。 

 

合併してから 10 年以上が経過した現在、本市を取り巻く情勢は変化してきています。 

 

地域の中では、子どもが減り、高齢者が多くなったと感じることも増えました。 

 

しかし、このような状況にあっても、今の私たちは、歴史と伝統あるこのまちを、より

良いまちとして将来に引き継いでいかなければなりません。 

 

たくさんの子どもたちの元気な声に囲まれ、市民一人ひとりの活力が満ちあふれ、いつ

までも安心して健康に暮らせるまちを目指していかなければなりません。 

 

そんな、本市が進めるまちづくりは、 

日々の生活のなかで幸せを実感できる「豊かで暮らしやすいまち 丸亀」。 

 

心が充足し、楽しく、快適に暮らすことができるまち、そして、 

市民の誰もが主役となり、自分らしく、いきいきと輝くまち。 

そんなまちを、みんなでつくりましょう。 
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r老年人口

（65歳以上）

総数

年少人口

（０～14歳）
生産年齢

（15～64歳）

２０１０年
（平成２２年）

２０４０年
（平成５２年）

2010年を100と
した場合の
２０４０年指数

人口
減少
段階

老年人口 25,870 32,806 127

生産年齢人口 68,325 50,239 74

年少人口 16,278 10,834 67

単位：人

1

第２章 人口推計と目標 
 

（１） 人口推計 

人口減少段階は、一般的に「第１段階：老年人口増加＋生産年齢・年少人口減少」「第２

段階：老年人口維持・微減＋生産年齢・年少人口減少」「第３段階：老年人口減少＋生産年

齢・年少人口減少」の３つの段階を経て進行するとされています。 

丸亀市は、2050 年まで、人口減少第１段階となっており、本計画の期間中も少子高齢化

の進行が予想されています。 

 

■国立社会保障・人口問題研究所の推計から見た人口減少段階の分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口減少段階 

 

 

 

 

 

 

 

  

第１段階 第２段階 
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（２） 将来人口目標 

丸亀市の将来人口は、国立社会保障・人口問題研究所（以下社人研）において、2025 年

に 104,545 人に減少すると予測されています。丸亀市人口ビジョンの独自推計では、2060

年の目標人口を 93,000 人としています。 

本計画においては、丸亀市人口ビジョンを踏まえ、計画期間の最終年となる 2025 年の

人口、107,000 人維持を目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

■社人研推計と独自推計比べ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来人口 107,000 人維持 

2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年 2055年 2060年

社人研推計 110,473 110,010 107,271 104,545 101,368 97,803 93,880 89,882 85,834 81,664 77,361

かがわ人口ビジョン準拠 110,473 110,010 107,907 105,818 103,352 100,546 98,094 95,650 93,213 90,807 88,423

丸亀市独自推計 110,473 110,010 108,486 107,062 105,413 103,630 101,559 99,478 97,390 95,242 93,092

93,880 

社人研推計

77,361 

98,094 

かがわ人口ビジョン準拠

88,423 

110,473 

101,559 

丸亀市独自推計

93,092 

70,000

80,000

90,000

100,000

110,000

（人）

＊2010年、2015年（国勢調査） 
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第３章 目指すまちづくり基本方針 
 

（１） 基本方針の設定 

将来像の実現に向け、５つの基本方針を定め、まちづくりを進めていきます。 

 

 

①心豊かな子どもが育つ 

②安心して暮らせる 

③活力みなぎる 

④健康に暮らせる 

⑤みんなでつくる 

 

 

（２） 基本方針の方向性 

 

心豊かな子どもが育つ 

人口減少や少子高齢化は、市民の暮らしをはじめ、社会の様々な面で影響を及ぼすこ

とから、豊かで暮らしやすいまちを実現するためには、まず、子どもから高齢者までの

バランスの良い人口構造が求められ、なかでも出生数の向上に関する取組は急務となっ

ています。 

妊娠・出産から安心して子育てができ、未来を担う子どもたちが心豊かに、健やかに

成長できる環境の充実を図り、笑顔溢れる子どもたちがたくさん育つまちを目指します。 

 

 

安心して暮らせる 

安心して快適に暮らせる環境は、生活における満足感や心のゆとりをもたらすもので

あり、市民が心から求めている暮らしの要素の一つと考えられます。 

安心できる生活環境の整備や基盤の強化に合わせて、生活の利便性の向上を図る取組

を推進し、これまで以上に住みよいまちづくりを目指します。 
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活力みなぎる 

人口減少と地方創生の進展に伴い、地域間競争が激しくなるなかで、丸亀市が将来に

わたって発展し続けるためには、地元産業の持続的な成長を支援することが第一です。 

また、定住人口の減少による地方消費を補う意味において、交流人口の拡大を図る取

組が、これまで以上に求められています。 

地域産業の活性化により、働く環境を充実するとともに、多くの人でにぎわうまちづ

くりを進め、市民と地域の活力がみなぎる、元気なまちを目指します。 

 

 

健康に暮らせる 

生活習慣病や高齢化の進行といった社会的課題が取り巻くなか、生涯にわたって健康

に暮らせることは、市民の誰もが願う身近なテーマとなっています。 

健康寿命の延伸を図るため、市民の健康づくりを推進するとともに、高齢者や障がい

のある方などサポートの必要な方に対しては、支援の充実だけでなく、地域の担い手と

しても活躍できる環境づくりを進め、全ての市民がいきいきと暮らしていけるまちを目

指します。 

 

 

みんなでつくる 

地域の課題や行政課題が複雑・多様化するなかで、持続可能な行政運営を実現してい

くためには、行政力の向上が不可欠であり、一方で、市民をはじめ、教育機関や民間企

業など多様な主体との協働により、まちをあげて地域づくりを進める機運を高めていく

ことも大切です。 

これからの丸亀市をみんなでつくることにより、市民がわがまちへの愛着、誇りを持

ち、楽しみや生きがいを持って暮らすことができるまちを目指します。 
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第３部 基本計画 
 

 

基本計画：４年間 【2018年度（平成 30年度）～2021年度】 
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基本計画については、基本構想で定めた基本方針に沿って、４年間の施策と、重点的取組、

重点プロジェクトを定めます。 

 

基本計画の構成 

■基本方針 

将来像実現に向けて、市が取り組むべき５つの基本方針を設定します。 

 

■基本施策 

基本方針に基づき、施策ごとに現状・課題を踏まえ、目指す姿を設定し、施策を展開

します。 

 

■重点的取組 

基本方針ごとに、特に重点的に取り組むべき内容を示しています。 

重点的取組の具体的な内容として、重点プロジェクトを設定しています。 

 

基本施策の内容（41P～） 

■現状・課題 

施策ごとに踏まえるべき、現状・課題を示しています。 

 

■目指す姿 

施策を推進することで達成される姿を示しています。 

 

■施策の展開 

施策をどのように展開するか、その具体的な取組内容を示しています。 
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■成果指標 

施策の目的がどの程度達成されているかを図りながら、着実な進行管理を行うため、

施策ごとにいくつかの「成果指標」を設けます。指標には、以下のような「基準値」と

「目標値」を掲げます。 

 

＜基準値＞ 

平成 28 年度（2016 年度）末の数値を基準として、その時点での数値を掲げます。

基準年次をそれ以外とする場合は、（ ）書きで基準時点を示します。 

＜目標値＞ 

2021 年度末を目標として、その時点での数値を掲げます。目標年次をそれ以外と

する場合は、（ ）書きで目標時点を示します。和暦を使用していないのは、年号の

変更が予定されているためです。 

 

■市民と共にまちづくり 

将来像を設定する上で、「市民が主役」を要素として掲げています。まちづくりを進め

る上で市民と共にまちづくりを進める視点を示しています。 

 

■関連する個別計画 

施策に関係している個別計画を示しています。 

丸亀市の個別計画はそれぞれが自立した計画となっていることから、本計画において

は個別計画との整合性をはかり施策を展開します。 

 

重点的取組の内容（127P～） 

■重点プロジェクト 

重点的取組を推進するための具体的なプロジェクトを示しています。 

計画期間中に実施する具体的な内容としています。 
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計画の体系図 
 

基本構想（8 年間）：将来像、基本方針を定めます。 

基本計画（4 年間）：基本施策、重点的取組、重点プロジェクトを定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

￥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【将
来
像
】  

 

豊
か
で
暮
ら
し
や
す
い
ま
ち 

丸
亀 

基本方針 

施策１ 子育て支援の充実 

施策２ 子どもの教育の充実 

基本施策 

心豊かな 

子どもが育つ 

施策３ 環境に配慮した社会づくり 

施策４ 廃棄物の適正処理と再資源化 

施策５ 緑のまちづくりの推進 

施策６ 土地利用と住環境の充実 

施策７ 公共交通の充実と離島振興 

施策８ 道路環境の整備 

施策９ 生活排水処理施設の整備 

施策 10 災害に強い都市基盤の整備 

施策 11 危機管理体制の強化 

施策 12 消防・救急体制の充実 

施策 13 交通安全・生活安全の充実 

安心して 
暮らせる 

活力みなぎる 

施策 14 農林水産業の振興 

施策 15 商工業の振興 

施策 16 観光・交流の促進 
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重点的取組 重点プロジェクト 

１．「子育てするなら丸亀」 

の実現を目指す 

１ 私的待機児童の解消 
２ 一時預かり事業の実施 
３ 病児・病後児保育等の充実 
４ 青い鳥教室の充実 
５ 幼児教育費の無償化 
６ まる育サポートの充実 
７ 発達障がい児支援の充実 
８ ＤＶ及び児童虐待防止の推進 
９ 子どもの貧困対策の推進 
41 小児生活習慣病対策の推進（★再掲） 

２．地域とともに子どもたち

を育てる 

10 小中・地域連携教育の推進 
11 学校給食による食育の充実 
12 教職員の勤務環境の整備 
13 身近な公園の整備（★再掲） 

３．快適な生活基盤 

を整える 

13 身近な公園の整備 
14 リノベーションまちづくりの推進 
15 御供所地区重点密集市街地の解消 
16 大手町地区４街区の再編 
17 空家対策の強化 
18 コミュニティバスの充実 
19 離島における生活環境の向上 
20 主要幹線道路の整備 
21 「道路舗装単独修繕計画」の推進 
22 「橋梁長寿命化計画」の推進 
23 新浄化センターの整備 
24 高齢者交通安全対策の推進 

４．災害に強いまちをつくる 
25 新庁舎の整備 
26 浸水被害対策の推進 
27 自主防災組織の体制強化 

５．地元で働く喜びを生む 

28 インターンシップの充実 
29 人材確保、育成の支援 
30 産業教育の充実 
31 多様な連携機会の充実 
57 ワーク・ライフ・バランスの推進（★再掲） 

６．企業のチャレンジ 

を応援する 

32 ６次産業化の支援 
33 地域産品の販路拡充支援 
34 経営革新・技術革新等の促進 
35 企業立地の促進 
36 創業・第二創業の支援 
37 地場・伝統産業の振興 
38 中心市街地の活性化 
39 丸亀版ＤＭＯの推進 
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￥ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【将
来
像
】  

 

豊
か
で
暮
ら
し
や
す
い
ま
ち 
丸
亀 

基本方針 基本施策 

施策 17 地域保健・医療の充実 

施策 18 高齢者福祉の充実 

施策 19 障がい者福祉の充実 

施策 20 暮らしを支える福祉の充実 

施策 21 歴史的資源の保存と活用 

施策 22 文化芸術の振興 

施策 23 生涯学習活動の推進 

施策 24 スポーツの振興 

施策 25 人権尊重社会の実現 

施策 26 男女共同参画社会の実現 

施策 27 情報発信と地域情報化 

施策 28 市民参画と協働の推進 

施策 29 地域コミュニティの活性化 

施策 30 財政運営の効率化 

施策 31 行政運営の最適化 

健康に 

暮らせる 

みんなで 

つくる 
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重点的取組 重点プロジェクト 

７．市民の健康づくり 

を応援する 

40 糖尿病等予防対策の推進 
41 小児生活習慣病対策の推進 
42 食育による健康増進の実現 
59 健康につながるスポーツの推進（★再掲） 

８．いつまでも住み慣れ

た地域で暮らす 

43 医療・介護連携の推進 
44 在宅老人福祉サービスの充実 
45 生活支援体制整備事業の推進 
46 一般介護予防事業の充実 

９．みんなに誇れるまち

をつくる 

14 リノベーションのまちづくり推進（★再掲） 
47 丸亀城の石垣整備 
48 瀬戸内国際芸術祭との連携 
49 新市民会館の整備 
50 丸亀市総合運動公園の駐車場整備 
51 スポーツを通じたにぎわいづくりの推進 
52 ボートレースまるがめ本場の活性化 

10．すべての人々の 

人権が尊重される 

53 インターネットによる人権侵害対策 
54 特定の国籍の外国人に対する人権侵害対策 
55 性的少数者の人権対策 
56 部落差別解消の推進 
57 ワーク・ライフ・バランスの推進 
58 ＤＶなどの根絶 

11．多様な主体との協働と

行政改革を推進する 

59 健康につながるスポーツの推進 
60 多様な情報発信の充実 
61 市民活動基盤の整備 
62 コミュニティ活動の活性化と自治会加入促進 
63 地域担当職員制度の充実 
64 コミュニティセンターの整備 
65 基金の効果的活用と残高確保 
66 定住自立圏共生ビジョンの推進 
67 公共施設等総合管理計画の実践 
68 行政改革プランの推進 
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基本方針 

心豊かな子どもが育つ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆基本施策 

施策１ 子育て支援の充実 …42Ｐ 

施策２ 子どもの教育の充実…45Ｐ 

 

◆重点的取組 

重点的取組１  「子育てするなら丸亀」の実現を目指す…129Ｐ 

重点的取組２  地域とともに子どもたちを育てる…131Ｐ 
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施策１  子育て支援の充実 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○景気の低迷や核家族化・未婚化・晩婚化などが複雑に絡み合い、社会環境が変化し

ている中で、子どもを生み育てづらい状況が生じ、少子化がすすんでいます。 

○社会環境の変化や保育ニーズ等を的確に把握し、幼児期における教育・保育の充実

を図るとともに、子ども・子育て支援事業の拡充を検討していく必要があります。 

○丸亀市においても、すべての子どもの良質な生育環境を保障し、子ども・子育て家

庭を社会全体で支援することを目的として、幼児期の教育・保育、地域の子ども・

子育て支援のあり方を示した「こども未来計画」を策定し、施策を推進しています。 

 

目指す姿 
 

●妊娠期から子育て期にわたるまで、切れ目のない支援を推進し、子どもを安心して

生み育てられる環境づくりを推進します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①妊娠期からの支援（母子保健） 

►安心して子どもを産み、健やかに育てることができるよう、妊娠届出時から就学まで

の、切れ目のない母子保健対策「ハッピーサポート丸亀」を推進します。 

►妊婦・乳幼児健康診査や予防接種の実施、啓発など、母子保健・医療の充実に努めま

す。 

②就学前教育・保育環境の充実 

►多様なニーズに対応するとともに、保育需給バランスに基づいた保育サービスの充実

を図ります。 

►保育士等の確保に向けて、地域人材の発掘・育成に努めます。 

►幼稚園・保育所の認定こども園※への移行や施設整備による受入れ拡大のほか、私立

保育園等への支援などにより、私的待機児童の解消を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 1（129P）】 

►公立の幼稚園や認定こども園において、一時預かり事業を実施します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 2

（129P）】 

  

※認定こども園：教育・保育を一体的に行う施設で､いわば幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持っている施設のこと 
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③子育て支援サービスの充実 

►「地域子育て支援拠点事業」など、子育て家庭の居場所づくりに努めます。 

►ファミリー・サポート・センター事業※や、病児・病後児保育など、子どもを安心し

て育てられる支援制度の充実を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 3（129Ｐ）】 

④放課後児童対策の充実 

►就労などの理由により昼間保護者が不在の児童のために、放課後の居場所を充実しま

す。 

►青い鳥教室※では、支援員の研修の充実等による資質の向上と、安全安心な教室環境

の整備に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 4（129Ｐ）】 

►子どもたちが地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進するため、

地域の方々の協力を得て、放課後子供教室の拡充に努めます。 

⑤経済的負担の軽減 

►子どもの医療費助成や学校納付金の軽減など、子育て家庭への経済的な支援を図りま

す。 

►国の幼児教育費無償化の動向を注視しながら、本市にとって望ましい幼児教育費のあ

り方を決めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 5（129P）】 

⑥支援を必要とする子どもや家庭の支援 

►子育て家庭の相談全般から専門的な相談対応等を行う「あだぁじお」と、「ハッピー

サポート丸亀」の連携した取組による「まる育サポート※」を中心とした支援に努め

ます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 6（129P）】 

►ＮＰＯ法人※等との協働のもと、発達障がい児の成長を支え、適切な教育・保育を受

けられるよう支援します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 7（129P）】 

⑦ＤＶ及び児童虐待防止の推進 

►ＤＶや児童虐待の恐れのある家庭への相談や支援の充実を通して、ＤＶ及び児童虐待

防止の取組を強化します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 8（130P）】 

⑧子どもの貧困対策の推進 

►子どもの貧困対策のために必要な事業について、関係部署が連携しながら推進します。

【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 9（130P）】 

  

※ファミリー・サポート・センター事業：子育ての援助を受けたい人と援助を行いたい人が会員となり、助け合う組織のこと 

※青い鳥教室：放課後留守家庭児童会のことを指すことばで、共働き家庭など放課後も保護者が不在の小学校児童に対して、学校施設などで

行っている健全育成事業のこと 

※まる育サポート：子育てに関する悩みなど相談できる子育て支援総合相談窓口のこと 

※ＮＰＯ法人：特定非営利活動促進法に基づいて特定非営利活動を行うことを主たる目的とし、同法の定めるところにより設立された法人の

こと 
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（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「保育サービスや子育て相談など

子育て支援に関する取組」に対

する市民満足度 

59.8％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

妊娠届時の面接実施率 
97.7％ 100％ 

保健師等の面接を受けた

妊婦の割合 

認定こども園の設置数 
4 6 

 

ファミリー・サポート・センターの登

録者数 919人 1,000人 
ファミリー・サポート・センタ

ーに登録している会員数 

まる育サポート 

相談対応件数 
０件 300件 

まる育サポートで相談対応

した件数（年間） 

青い鳥教室の待機児童数 
０人 ０人を維持 

青い鳥教室を待機している

人数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・子どもたちや家庭を社会全体で支援することへの理解を深め、それぞれの役割を果たし

ながら一体となって子育てに取り組みましょう。 

・地域における交流の場には積極的に参加しましょう。 

・事業者は、育児に関わる者が働きやすい職場環境づくりに努めましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・こども未来計画 
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施策２  子どもの教育の充実 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○児童生徒を取り巻く環境については、いじめや不登校、近年ではインターネットを

通じたトラブルなど、多くの課題を抱えています。 

○子どもたちが、より良い未来の担い手となるためには、幼児期からの教育の充実を

図るとともに、学ぶ環境を整え、学びを将来に活かしていくことができる教育が必

要です。 

○学力の向上については、学校教育だけでなく、家庭学習の習慣化も重要な要素であ

ることから、地域、家庭、学校、行政の連携により進める必要があります。 

○グローバル化に対応するため、外国語教育や国際理解教育の充実を図る必要もあり

ます。 

 

目指す姿 
 

●地域、家庭、学校、行政が連携し、教育内容の充実を図り、主体性と公共性を備え

た豊かな人格の子どもの育成を図ります。 

 
 

（２） 施策の展開 

①就学前教育・保育の充実 

►生涯にわたる人格形成の基礎となる重要な時期において、幼保一元化を推進し、幼稚

園・保育所・こども園など、どの施設に在籍しても等しく質の高い教育・保育が受け

られる体制を整えます。 

►幼稚園・保育所・認定こども園職員の相互交流や研修により、職員の資質向上を図り

ます。 

②学校教育の充実 

►充実感、安定感、有用感を感じることができる教育活動を通して、一人ひとりの子ど

もの自己実現を図り、知・徳・体※にわたる生きる力を育みます。 

  

※知・徳・体：確かな学力、豊かな心、健やかな体 
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③教育・保育機関、家庭、地域の連携 

►幼児教育と小学校教育の円滑な接続に向けて、相互理解研修や交流活動の充実を図り

ます。 

►確かな学力が身につくよう、生徒や保護者とともに、家庭学習を定着させるための取

組を進めます。 

►地域資源を生かした教育や地域の人たちとの関わり合いによる社会体験を教育に組

み入れることにより、わが郷土「丸亀」を誇りに思う心を育む教育活動を推進します。 

►小中・地域連携教育の推進に向けて、学校と地域の橋渡し役を担う地域コーディネー

ターを育成し、相互の連携や、学校支援ボランティアの活用など、地域全体で子ども

を育てる気運の醸成と、地域の力を結集して子どもを育てる環境づくりを進めます。

【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 10（131P）】 

④外国語活動の充実 

►外国語指導助手を配置し、国際社会への対応能力の向上を図ります。 

►小学校における外国語科導入を受け、国際理解教育や外国語教育に対応するために、

教職員への研修を計画的に実施します。 

⑤健やかな体の育成 

►望ましい生活習慣を身に付けさせるとともに、自ら運動に親しみ、いきいきと生活で

きるよう、健やかな体を育む教育を推進します。 

►県の小児生活習慣病予防健診を活用するなど、子どもの生活習慣病予防を推進します。 

►学校給食を生きた教材として、地産地消の推進と食文化の継承に取り組むなど、子ど

もたちの望ましい食習慣の形成と食に関する理解の促進に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 11

（131P）】 

⑥学校教育環境の整備 

►児童生徒が安全で快適に学習に取り組むことができるよう、長寿命化計画を策定し、

同計画に基づき、施設の大規模改造や改修等を進めます。 

⑦子どもの安全と安心の確保 

►子どもの安全確保のため、地域、保護者、学校の連携による見守り活動の推進など、

安全に対する啓発活動を進めます。 

►いじめや不登校などの心の問題に対して、スクールカウンセラーやスクールソーシャ

ルワーカーを活用した相談支援体制の充実に努めます。 

►補導活動にあたっては、警察など関係機関との連携を図り、より効果的な方法を検討

します。 

►関係機関との連携のもと、特別支援教育の充実を図り、適切な教育相談、教育支援に

努めます。  
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⑧教職員の負担軽減 

►子どもたちと向き合う時間を確保するために、統合型校務支援システムや教育クラウ

ドなどを活用した教育の情報化や、業務内容の見直しなどを進め、教職員の勤務環境

の整備に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 12（131P）】 

►学校給食の会計業務に係る負担の軽減や、透明性の確保を図るため、給食費の公会計

化を進めます。 
 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「学校教育の充実、教育施設の

整備に関する取組」に対する市

民満足度 

68.4％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

学校が楽しいと感じる児童生徒の

割合 

①小学生 

②中学生 

①92.0％ 

②91.1％ 

①93.5％ 

②92.5％ 

楽しい学校・学級づくりアン

ケート結果による 

（全児童対象） 

授業が分かると感じる児童生徒

の割合 

①小学生 

②中学生 

①90.9％ 

②84.2％ 

①92.5％ 

②90.0％ 

楽しい学校・学級づくりアン

ケート結果による 

（全児童対象） 

香川県小児生活習慣病予防健

診の結果 

①要指導 

②要受診 

①11.7％ 

②17.4％ 

①10.0％ 

②16.0％ 

健診結果に占める割合 

（小学 4年生対象） 

地産交流会の実施回数 

10回 14回 

地元生産者との連携によ

る、学校での児童との交流

会の開催数 

ＤＶＤ等を活用した食育指導・啓

発箇所数 
- 17小学校 

給食ＤＶＤの活用 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・学校教育に協力するとともに、地域ぐるみで子どもの健やかな育ちを見守りましょう。 

・子どもの学力向上のため、家庭教育の習慣化を目指しましょう。 

・家庭におけるいじめ防止や人権尊重の教育を進めましょう。 

・家庭や地域で子どもの食への関心と理解を深め、健全な食習慣の形成に努めましょう。 
 

（５） 関連する個別計画 

・教育大綱 

・生涯学習推進計画  
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◆基本施策 

施策３ 環境に配慮した社会づくり…49Ｐ 

施策４ 廃棄物の適正処理と再資源化…53Ｐ 

施策５ 緑のまちづくりの推進…55Ｐ 

施策６ 土地利用と住環境の充実…57Ｐ 

施策７ 公共交通の充実と離島振興…60Ｐ 

施策８ 道路環境の整備…62Ｐ 

施策９ 生活排水処理施設の整備…64Ｐ 

施策 10 災害に強い都市基盤の整備…66Ｐ 

施策 11 危機管理体制の強化…68Ｐ 

施策 12 消防・救急体制の充実…71Ｐ 

施策 13 交通安全・生活安全の充実…73Ｐ 

 

◆重点的取組 

重点的取組３  快適な生活基盤を整える…132Ｐ 

重点的取組４  災害に強いまちをつくる…134Ｐ 
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施策３  環境に配慮した社会づくり 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○地球温暖化など環境に配慮した事業活動や日常生活における環境保護の視点が必要

となっています。 

○丸亀市の豊かな自然環境を未来に残すためには、環境保護及び保全活動を推進する

ともに、次世代を担う子どもたちが環境や自然の大切さについて遊びや学習を通じ

て理解を深めることが重要です。 

○今後も地球規模ですすむ温暖化対策のため、省エネルギー化や再生可能エネルギー

の使用など、さらなる環境負荷を軽減する取組を今後も進める必要があります。 

 

目指す姿 
 

●環境の教育や美化活動を通じて、市民一人ひとりの環境保護意識の高揚を図り、地

球環境にやさしいまちを目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①自然共生社会の構築 

►自然が環境に果たす役割や、自然を保護する取組についての理解を深めるため、水辺

や里山など身近な自然に親しむイベント等を充実します。 

►森林資源については、造林、除草など適切な維持管理により、山地災害の防止を図る

とともに、多様な生き物の生息空間の確保に努めます。 

②安全な生活環境の確保 

►土器川などの主要河川や、ため池、海域の水質調査を継続して実施し、水質の現状把

握に努めるとともに、関係機関と協力して水質改善に向けた取組を推進することで、

安全できれいな水環境の確保に努めます。 

►大気環境や騒音に関する調査についても継続的に実施し、測定値の監視を行います。

また、工場・事業所等による環境汚染を防止する指導を徹底するとともに、日常生活

における近隣への迷惑防止の啓発など、安全で穏やかな暮らしの確保に努めます。 
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③地球温暖化対策の推進 

►太陽光発電をはじめとする再生可能エネルギー※の利用促進や、省エネルギー化の推

進により、エネルギーの有効活用を図ります。 

►環境保全率先実行計画のもと、照明・空調等の運用の適正化や、設備更新時の省エネ

ルギー対策など、市役所自らが率先して環境負荷の少ない持続可能なまちづくりに取

り組みます。 

④環境にやさしい人づくりと協働の仕組みづくり 

►地域住民、コミュニティ、事業者、ＮＰＯ法人など多様な主体による環境保全活動の

支援・促進に努めます。 

►市民一人ひとりの環境保全に対する意識が高まるよう、環境保全に関わる広報活動を

行うとともに、環境学習を積極的に推進します。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「海、河川、山林などの自然環境

の保全」に対する市民満足度 
59.3％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「省エネルギーや再生可能エネ

ルギー※使用の推進」に対する市

民満足度 

49.0％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

生物多様性に関する市民認知度 20％ 

（2014年度） 
25％ 

県政モニターアンケートによ

る認知度 

環境に関する教育・啓発イベント

の年間件数 
8件 

（2015年度） 
10件 

各年度における、環境に関

して市が実施するイベントの

回数 

河川の BOD※環境基準適合率 71.4％ 

（2015年度） 
現状維持 

７地点での水質測定により

基準を満たしている箇所割

合 

環境騒音の環境基準適合率※ 

①一般地域 

②道路に面する地域 

①100％ 

②70％ 

（2015年度） 

①現状維持 

②改善向上 

①5 測定局②10 測定局で

の騒音測定により基準を満

たしている箇所割合 

住宅用太陽光発電システム設置

費補助件数 
1,815件 2,900件 

設置補助の開始時からの

累計補助件数 
 
 
 

 

  

※再生可能エネルギー：「絶えず資源が補充されて枯渇しないエネルギー」「利用する以上の速度で再生するエネルギー」のこと。 

※BOD：（英：Biochemical Oxygen Demand;生物化学的酸素要求量）とは、水中の有機物を好気性バクテリアが酸化分解するのに要す

る酸素量であり、河川の水質指標として用いられるもの。 

※環境騒音の環境基準適合率：工場騒音、建設騒音、自動車騒音などすべての騒音が、測定地点において、環境基本法に基づく、人の健康を

保護し、生活環境を保全するうえで維持させられることが望ましいとされる基準を満たしているかどうかを示すもの。 
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達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

市の事務事業に伴う温室効果ガ

ス排出量 ― 
別途策定する 

計画の数値 

環境保全率先実行計画 

防犯灯ＬＥＤ化率 58.3％ 

（3,270基/5,607基） 
93.1％ 

防犯灯のうち、ＬＥＤ化が完

了している割合 

環境にやさしい事業所登録件数

（累計） 

①エコ・リーダーまるがめ 

②エコ・ハートまるがめ 

①47件 

②118件

（2015年度） 

①53件 

②124件 

それぞれの登録事業者の

年度末時点での累計登録

件数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・身近な水辺や里山などの自然環境を大切にしましょう。 

・環境美化・保全活動や環境学習に積極的に参加し、自然や環境を保全する正しい知識を

身につけましょう。 

・ごみのポイ捨ての自粛、ペットのふんの適切な処理など公共的マナーを守りましょう。 

・事業者は、公害関係法令を遵守して事業活動を行いましょう。 

・自動車のアイドリングストップの実践や公共交通機関・自転車の積極的利用、節電など

省エネルギーと自然環境に配慮した日常生活や事業活動に努めましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・環境基本計画 

・環境保全率先実行計画 

 

  



53 
 

施策４  廃棄物の適正処理と再資源化 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○都市化の進展や生活様式の変化によって、ごみの質や種類、市民の要望も多様化し、

ごみの減量化・資源化は行政の努力だけにとどまらず、市民、事業者との協働によ

り進めていくことが重要となっています。 

○ごみの分別や減量化への市民啓発活動の強化を図るとともに、限りある資源を有効

利用するために、可能な限り資源を回収し、資源ごみの収集率、リサイクル率の向

上を図ることが求められています。 

 

目指す姿 
 

●ごみの分別排出を徹底することや市民及び事業者への積極的な協力を促し、自主的

なリサイクル活動を推進するなど循環型社会の形成を目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①ごみ減量化やリサイクルの推進 

►広報紙やホームページなどによる周知の他、出前講座等にも積極的に対応し、ごみ問

題に対する意識の高揚、リサイクル活動推進に努めます。 

►廃棄物処理の優先順位を踏まえ、ごみを出さない（リデュース）、ごみになるものは

買わない（リフューズ）、再使用する（リユース）、再生利用する（リサイクル）、４

Ｒの取組を推進します。 

►スマートフォン対応のごみ分別アプリの充実により、利便性の向上を図ります。 

►資源ごみの民間回収の実態調査や影響の分析とともに、事業系ごみの排出抑制に向け

た協力依頼など、民間と協調した取組を進めます。 

②効率的かつ適正なごみ収集・運搬体制の確立 

►ごみの排出動向や関連法に対応した分別収集体制を確立し、広報活動などを通じて分

別排出の徹底に努めます。 

►ごみ収集・処理方法を見直し、より効率的にごみ減量化やリサイクルを推進できる体

制を確立します。  
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③不法投棄の防止 

►ごみの適正処理について市民や事業者等に啓発を行うとともに、警察等の関係機関や

市民と連携して、不法投棄の監視体制を強化します。 

④し尿処理体制の充実 

►公共下水道等への移行など、処理量の減少が見込まれる中で、収集量の変動に応じて

収集・運搬方式を見直し、し尿処理体制の充実を図ります。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「ゴミやし尿の収集処理に関する

取組」に対する市民満足度 
78.5％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「ゴミの減量化やリサイクルに関す

る取組」に対する市民満足度 
74.9％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

１人１日当たりのごみ排出量※ 

902ｇ/人･日 
800ｇ/人･日 

（2020年度） 

クリントピア丸亀に搬入され

たごみの総量から算出した

数値 

資源ごみ収集率 

17.5％ 
22.0％ 

（2020年度） 

ごみの総収集量※のうち資

源ごみ収集量の占める割

合 

リサイクル率 
13.5％ 

18.2％ 

（2020年度） 

ごみの総排出量※のうちリサ

イクルした量の占める割合 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・ごみを適正に分別し、ごみの減量化とリサイクルに努めましょう。 

・資源ごみの回収など、地域の活動に進んで参加しましょう。 

・修理できるものは捨てずに修理してつかいましょう。 

・事業者は、廃棄物の排出の抑制と資源化の促進に努めるとともに、事業系廃棄物を自ら

の責任において適正に処理しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・一般廃棄物処理基本計画 

 

  ※ごみの総排出量：市又は市指定許可業者が収集したごみの総量に、事業所や家庭などから、直接搬入されたごみの総量を加えたもののこと 
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施策５  緑のまちづくりの推進 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○市民に憩いや安らぎをもたらし、個性あるまちづくりを進める上で、緑のある環境

づくりは重要な要素となります。 

○市民が気軽に集える公園・緑地づくりを進める上では、地域住民と協力した公園づ

くりや公園運営が必要です。 

○緑化活動を推進する上で、市民や団体が情報交換できる仕組みを強化することや緑

に関する教育を充実させることが必要です。 

 

目指す姿 
 

●市の特徴を活かして、豊かな緑を保全し、気軽に集まれる公園・緑地づくりや緑化

活動を市民とともに推進することで憩いや安らぎに満ちた緑のまちづくりを目指

します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①「緑」の保全・育成 

►公共性の高い場所の緑化を推進するとともに、市民やＮＰＯ法人、事業者などが積極

的に緑化推進を行えるよう支援します。 

②市民が集える公園・緑地づくり 

►「緑の基本計画」に基づき、防災・防犯機能やユニバーサルデザイン※を考慮するな

ど安全安心を確保した公園緑地の整備を進めるとともに、計画的な維持管理によって

公園施設の長寿命化を図ります。 

►地域住民と協力して公園・緑地・街路樹などの適切な維持管理を行います。 

►子どもたちがいつでものびのびと遊べるような、地域における身近な公園の適切な維

持管理や整備充実に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 13（132P）】 

 

  

※ユニバーサルデザイン：文化・言語の違い、老若男女といった差異、障害・能力の如何を問わずにあらゆる人が利用することができる施設、

製品、情報の設計のこと。 
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③緑に関わる人づくり 

►緑化活動を行っている市民や団体などが、お互いに情報交換を行い、有機的につなが

ることができるネットワークづくりを推進します。 

►緑に関する教育を充実させることで、市民の緑に対する関心や意識を醸成するととも

に、高い知識や技術を持つ人材の育成に努めます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「公園・緑地の充実・維持管理に

関する取組」に対する市民満足

度 

60.8％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

緑化推進事業の参加人数 

1,500人 2,000人 

１年間に市が主催、共催、

協賛する緑化推進事業の

参加人数 

公園ボランティア団体数 

16団体 21団体 

ボランティアで公園や緑地

の清掃などを行う団体の

数 

市民１人あたりの公園面積 
36.1㎡ 38.0㎡ 

都市公園の総面積／人

口 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・緑の大切さを理解し、進んで緑化推進活動に参加しましょう。 

・身近な緑に親しみをもちましょう。 

・公園に親しみ活用するとともに、地域の公園は地域で管理するように努めましょう。 

・事業者は、会社の敷地などの緑化に努めましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・緑の基本計画  
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施策６  土地利用と住環境の充実 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○暮らしやすい都市空間を形成していくためには、人口減少や少子高齢化の進行を見

据え、地域特性に応じた計画的な土地利用の推進が必要となっています。 

○市民のまちに対する愛着や誇りを醸成するひとつの要素として、丸亀市の特色を活

かした美しい景観づくりを推進した都市景観の形成が必要です。 

○市民の暮らしを充実させるために、魅力的な住宅政策の推進をはじめとして、人口

減少により増加すると予測されている空家対策を強化する必要があります。 

 

目指す姿 
 

●地域特性に応じた土地利用を推進し、良好な住環境や美し景観等が整備されている

まちを目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①適正な土地利用の推進 

►「都市計画マスタープラン」、「立地適正化計画」に基づき、コンパクトプラスネット

ワークのまちづくりを進めます。 

►土地利用関連計画や関連法、条例などに則った土地利用を促進することにより、無秩

序な開発行為や土地利用の未然防止に努めます。 

②街なかの再生 

►民間主導型の公民連携であるリノベーションまちづくりを推進することにより、遊休

不動産を活用した都市課題の解決を実現するとともに、まちづくりに対する意識の転

換を促し、まちを素敵に変えていきます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 14（132P）】 

►御供所地区における重点密集市街地について、国が住生活基本計画で定めた目標であ

る 2020 年度までの解消に向けた取組を進めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 15（132P）】 

►大手町地区４街区については、将来にわたる本市の拠点地域として、まちの発展、新

たな魅力向上につなげるため、国の都市再生整備計画事業を活用するなど、エリアの

再編を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 16（132P）】 
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③美しい都市景観づくり 

►丸亀市の特色を生かした個性的で美しい景観づくりに向け、市民や事業者の理解・協

力を得ながら、「景観計画」に基づく都市景観の形成に努めます。 

④良質な住宅政策の推進 

►市民が安心して暮らせる快適な居住環境の形成に向け、民間による良質な住宅開発や

民有地などの適正管理を促します。 

►市営住宅長寿命化計画に基づき、市営住宅の計画的な予防保全と良好なストック※の

維持形成を図ります。 

⑤空家対策の強化 

►空家は今後も増加することが予想され、防災、防犯、環境、景観に悪影響を及ぼすこ

とから、相談会の充実など、空家等対策計画に基づく施策を展開し、空家問題の解決

を図ります。 

►老朽危険空家の除却を進め、安心して快適に暮らせる生活環境の形成を目指します。

【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 17（132P）】 

⑥地籍調査の推進 

►地籍調査事業は、境界をめぐるトラブルの未然防止や災害発生時の復旧活動の迅速化、

公共物管理の適正化、土地の有効活用などにおいて、その効果が期待されることから、

市内全域の土地を対象として計画的に調査を進めます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「無秩序な都市の拡大防止と良

好な市街地の整備」に対する市

民満足度 

45.6％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「景観に配慮したまちづくりに関す

る取組」に対する市民満足度 
63.3％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

立地適正化計画の居住誘導区

域内の人口密度 
44人／ha 43人／ha 

 

リノベーションまちづくり担い手組

織によるプロジェクトの実施件数 ０件 ３件 

リノベーションまちづくり担い

手組織によるプロジェクトの

実施件数 

 

  

※ストック：ある時点での資産の量のこと 
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達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

老朽危険空き家の除却件数（累

計） 26件 177件 

老朽危険空き家除去支援

事業による除却件数（2015

年度からの累計） 

地籍調査の進捗率 
50.7％ 58.0％ 

市総面積のうち地籍調査済

面積の占める割合 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・良好な住環境の維持形成に努めましょう。 

・住んでいる地域を歩き、地域に親しみを持ちましょう。 

・事業者は、地域特性に配慮し、適正な土地利用と良好な景観形成に努めましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・都市計画マスタープラン 

・立地適正化計画 

・景観計画 

・空家等対策計画 

  



60 
 

施策７  公共交通の充実と離島振興 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○高齢化が進展していくなかで、市民の日常生活を支える移動手段として公共交通は

重要な役割があり、市民、事業者、行政が一体となって活性化に取り組む必要があ

ります。 

○鉄道、路線バス、船などの路線とダイヤの適正化に合わせて、コミュニティバスの

効率的な運行と利用環境の向上が求められています。 

○本市は、島しょ部を有していることから離島航路存続に向けた取組など、島しょ部

における生活環境の維持・向上が必要となっています。 

 

目指す姿 
 

●市内の公共施設、商業用施設等への移動手段の確保と利便性向上に向けて、関係機

関と連携しながら、公共交通が充実したまちを目指します。 

●島民の生活環境の向上と、島への交流人口を促進し、離島地域の活性化を図ります。 

 
 

（２） 施策の展開 

①地域公共交通ネットワークの深化 

►本格的な人口減少時代において、まちづくりなど関連施策と連携した地域公共交通ネ

ットワークを再構築し、地域社会の活力の維持、向上を図ります。 

②コミュニティバスの運行 

►鉄道、路線バス、船などと連携の取れた路線やダイヤの最適化に取り組みます。 

►高齢社会を迎えるなかで、コミュニティバスの効率的な運行と利用環境の一層の向上、

利用推進のための情報提供を図り、市民生活に身近で不可欠な交通手段としてコミュ

ニティバスの利用を促進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 18（132P）】 
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③離島航路の維持と島の活性化 

►離島の振興と島民の日常生活の足を守るため、離島航路存続のための取組を継続しま

す。 

►島しょ部における超高速ブロードバンドや公衆無線ＬＡＮサービス等の整備と合わ

せて島の魅力を発信することで、島民の生活環境の向上と、島への交流人口や移住の

促進を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 19（133P）】 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「鉄道・バスなど公共交通の整

備」に対する市民満足度 
39.5％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「離島航路や島内交通の整備な

どに関する取組」に対する市民満

足度 

58.0％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

コミュニティバスの乗車人数 
261,694人 263,000人 

1 年間にコミュニティバスに

乗車する人数 

島しょ部への移住者数（累計） ― 10人 島しょ部へ移住した人数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・バス・鉄道などの公共交通機関を積極的に利用しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 
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施策８  道路環境の整備 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○道路は市民生活の利便性向上を図るうえで重要な役割を担うとともに、都市の発展

に欠かせない重要な都市基盤です。 

○生活の利便性と安全性を確保するため、生活道路の維持管理などを行い、安全で快

適な道路空間を保つことが重要です。 

○広域的な幹線道路の整備には、定住自立圏域自治体間での連絡、連携が必要です。 

 

目指す姿 
 

●安全で快適な道路空間の形成を目標に、道路ネットワークの充実を図るとともに、

適正な維持管理を行います。 

 
 

（２） 施策の展開 

①幹線道路の整備 

►「市道原田金倉線」や「市道西土器南北線」などの重要路線を優先的に整備していく

ほか、国・県道の未改良区間の早期整備、交差点や歩道の整備を要望し、交通の利便

性を確保します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 20（133P）】 

►定住自立圏域内での連携した道路整備を進めることで、周辺市町との道路交通の利便

性の向上を図ります。 

②生活道路の整備 

►生活の利便性と安全性を確保するため、道路舗装単独修繕計画などに基づいた生活道

路の適切な維持管理と計画的な整備に取り組みます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 21（133P）】 

►橋梁の安全性を確保するため、長寿命化計画に基づいた計画的な維持管理に取り組み

ます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 22（133P）】 

►国土交通省が実施する一級河川土器川の河川改修に合わせて、市道南三浦上分線など

の改良を行い、通行の安全性を向上させます。 
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③安全・快適な道路空間の形成 

►歩行者や交通弱者などに配慮した道路の整備や、危険箇所の改善、通学路の安全対策

を行うことで、道路空間の安全性と快適性の確保に取り組みます。 

►災害など緊急時にも通行できるよう、安全性の高い道づくりを進めます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「市内をつなぐ一般道路の整備」

に対する市民満足度 
61.2％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「幹線道路の整備」に対する市民

満足度 
72.5％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

市道の整備延長 
47.5km 48.8km 

幅員2m以上の歩道を設置

している市道の延長 

市道の舗装補修・改良延長 

33㎞ 98㎞ 

道路舗装単独修繕計画に

基づく舗装補修・改良延長

（舗装幅 4mで換算） 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・清掃活動や緑化などの道路環境美化活動に参加しましょう。 

・道路の整備や維持管理に協力しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・道路舗装単独修繕計画 

・橋りょう長寿命化修繕計画 
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施策９  生活排水処理施設の整備 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○快適な生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図るうえで、生活排水処理施設は大き

な役割を果たします。 

○下水道事業には多額の費用が必要となることから、事業の経営改善に向けて、効率

的な管理体制の構築や事業経営に努める必要があります。 

 

目指す姿 
 

●生活排水処理施設の整備や水洗化を促進するとともに、計画的で効率的な管理体制

の構築と事業経営を推進します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①生活排水処理施設の整備 

►生活排水処理施設の適正な整備に努め、公共用水域の水質保全を図り、快適な住環境

を創出します。 

►生活排水による河川等汚濁防止のため、合併処理浄化槽への切り替えなど、単独処理

浄化槽の設置者に対する啓発を強化します。 

②水洗化の促進 

►供用開始区域内において、促進強化月間を設けるなど水洗化促進に努めるとともに、

新しく供用開始された区域内においては、戸別訪問などによる水洗化の指導を行いま

す。 

③下水道事業の健全運営 

►水洗化率の向上や、施設の管理体制の充実を図るとともに、公営企業会計の移行に合

わせて、経費の節減、下水道使用料などの適正化を検討し、下水道事業の健全運営に

努めます。 

④浸水防止対策の推進 

►浸水防止対策が必要な場所において調査などを行い、雨水幹線水路等を活用した対処

方法を検証し、対策を図ります。  
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⑤下水道施設の耐震化・長寿命化の推進 

►下水道の全施設を対象にした「ストックマネジメント計画」を策定し、老朽化したポ

ンプ場設備や管きょの更新を計画的に実施することで、下水道施設の延命化を図りま

す。 

►耐震性能を備えた新浄化センターの整備により、地震などの災害に強い、下水処理施

設の機能維持を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 23（133P）】 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「生活排水・産業排水などの処理

に関する取組」に対する市民満

足度 

67.2％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

下水道（公共下水道・農業集落

排水）普及率 46.2％ 48.5％ 
市内で下水道の使用が可

能な環境にある人口割合 

水洗化率 

①公共下水道 

②農業集落排水 

①93.5％ 

②88.1％ 

①94.7％ 

②89.0％ 

整備済区域内で下水道・農

業集落排水に接続している

人口割合 

合併処理浄化槽の設置補助基

数 6,843基 8,400基 

補助開始時からの補助を

受けて設置した合併処理浄

化槽の累計設置基数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・下水道へ異物を流さないなど、正しく利用しましょう。 

・浄化槽の適切な維持管理を行いましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・公共下水道事業計画 

・流域関連特定環境保全公共下水道事業計画 

・流域関連公共下水道事業計画 

・中讃・西讃地域循環型社会形成推進地域計画 
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施策10  災害に強い都市基盤の整備 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○自然災害から市民の生命と財産を守るため、総合的な防災対策や公共施設等におけ

る防災機能の強化を図り、災害に強いまちづくりを推進していくことが必要です。 

○公共施設における計画的な耐震化を進めるとともに、家屋の倒壊による被害を未然

に防止するため、耐震診断・改修への支援を行う必要があります。 

 

目指す姿 
 

●民間住宅の耐震化や公共施設等の防災機能を強化し、災害に強い都市基盤の整備を

推進します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①まちの防災機能の向上 

►災害対応の拠点としての機能を備えた新庁舎の整備に取り組むとともに、公共施設が

災害時に機能を喪失することのないよう、計画的に耐震化を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 25

（134P）】 

②民間住宅などの耐震化 

►「耐震改修促進計画」に基づき、民間住宅の耐震化に対する助成を行うことで、市民

の安全確保を促進します。 

►耐震化が遅れている民間所有のビルや集客施設に対する対策を推進します。 

③港湾・漁港の整備 

►島しょ部における市管理の港湾・漁港をはじめ、高潮・津波などの災害が想定される

沿岸部について、県など他の関係機関と連携・調整を図りつつ、一体的な高潮対策を

進めます。 

④河川・排水路などの整備 

►大雨時の浸水被害を防ぐため、西汐入川周辺など被害の多い箇所で浸水対策を行いま

す。また、現在、整備が進められている土器川や大束川の河川改修の早期完成を図る

ため、国、県に対し必要な要望を行います。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 26（134P）】  
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⑤急傾斜地の崩壊防止対策 

►土砂災害を防止するため、関係機関と連携し、急傾斜地の崩壊防止対策を行います。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

災害時の防災拠点となる公共施

設の耐震化率 
92.1％ 95.0％ 

避難所など災害時に重要と

なる公共施設の耐震化率 

民間住宅耐震対策にかかる支援

件数 

①耐震診断 

②耐震改修工事 

①181件 

②75件 

①280件 

②180件 

支援事業開始（平成 23年

度）時からの累計補助申請

件数 

民間所有ビルや集客施設の耐震

化件数 
０件 ５件 

 

鋼製防潮扉（陸こう）の整備箇所

数 
86箇所 96箇所 

整備された鋼製防潮扉（陸

こう）の箇所数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・住宅・事業所の耐震化や家具などの転倒防止策を講じましょう。 

・自宅の耐震度を把握しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・耐震改修促進計画  
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施策11  危機管理体制の強化 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○近年、各地で相次いでいる大規模災害の発生を受け、防災に対する市民の関心は高

まりをみせています。 

○災害から市民の生命と財産を守るためには、市民一人ひとりの防災に対する意識を

高め、地域の防災力を強化していくことが必要です。 

○災害による被害を最小限に抑えるため、日頃から自主防災組織等による防災訓練の

実施など「自助」「共助」の意識の向上が求められています。 

○災害等発生時の対応として、防災等に関するマニュアルの整備に取り組む必要があ

ります。 

 

目指す姿 
 

●市民の防災意識の高揚を図り、自主的な防災活動が積極的に実施されるよう体制整

備に努めます。 

 
 

（２） 施策の展開 

①多様な主体が実施する防災活動の促進 

►自主防災組織に対しては、災害時の活動だけでなく、防災知識の普及や防災訓練の実

施などの平常時の活動も積極的に行えるよう支援の充実に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 27

（134P）】 

►自主防災組織をはじめ、市民が主体的に実施する防災訓練を支援するとともに、各種

団体が希望する出前講座（防災学習会）などを通じ、市民の防災意識の高揚を図りま

す。 
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②危機管理体制の強化 

►国や県の動向に基づき、「地域防災計画」の継続的な見直しを図ります。 

►津波浸水想定区域や危険区域、避難場所・避難路などを周知徹底するため、自助・共

助に有効となる防災情報の積極的な発信・周知に努めます。 

►防災資機材や食糧・飲料水・生活必需品などの備蓄品の充実を図ります。 

►災害対策基本法に基づき、高齢者、障がい者など避難行動要支援者についての情報を

適切に管理し、災害弱者の支援体制を強化します。 

►「国民保護計画」に基づく市民の安全確保など、武力攻撃事態等への対応体制の確立

に向けても取り組みます。 

►自主防災組織の体制を強化するため、地域の実情に応じた避難所運営マニュアルと地

区防災計画の策定を支援します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 27（134P）】 

③市組織の災害対処能力の強化 

►大規模災害の発生時にあっても、業務の継続性を確保するため、「業務継続計画（Ｂ

ＣＰ※）」に必要な見直しを加えます。 

►自衛隊や警察などの関係機関と連携して、初動対応や住民対応など、市が果たすべき

役割を意識した実戦的な訓練を実施し、市組織の危機管理能力の向上に努めます。 

►緊急速報メール・防災行政無線・マスメディアなど多様な手段を活用し、情報伝達手

段を複線化することで、市民に確実な情報伝達を図ります。 

④広域的な相互応援体制の強化 

►大災害で想定される被害に備え、迅速に対応できるように、災害時に自治体間で相互

に応援し合える体制を構築します。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「消防や緊急体制の整備、自然

災害への備えに関する取組」に

対する市民満足度 

70.4％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

地域の自主防災訓練の参加人

数 3,700人 4,500人 
1年間に地域の自主防災

訓練に参加した人数 

「地区防災計画」策定済の地区

数 
0地区 10地区 

 

防災士の資格取得助成数 
38名 70名 

 

 
 

  
※業務継続計画（ＢＣＰ）：（英:Business Continuity Plan）災害や情報システムのトラブルに対し、事業を形成する業務プロセスや資産

を的確に守るための計画のこと 
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（４） 市民と共にまちづくり 

・災害時における危険箇所や避難場所の確認、物資の備蓄、対処方法などの正しい知識の

習得に努めましょう。 

・地域で行われる防災訓練などに積極的に参加しましょう。 

・地域で助け合いの協力ができるよう顔見知りを増やしましょう。 

・事業者は、災害時の応援に協力しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・地域防災計画 

・国民保護計画 

・水防計画 

・業務継続計画 
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施策12  消防・救急体制の充実 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○安全・安心に暮らすことができるまちを目指すには、突然の事故等が発生した時に

迅速かつ適切に対応できる体制が求められています。 

○事故・火災発生を未然に防ぐためにも、普段の生活から火災予防等に関連した情報

周知や住宅用火災警報器の設置を促進することなどが求められています。 

○救急体制の強化に向けては、応急手当等の普及啓発及び救急車の適正利用の推進、

救急救命士の確保・養成等が必要となっています。 

 

目指す姿 
 

●消防・救急体制を強化し、災害時も含めて安心できるまちとなるよう、広域的な連

携や地域における担い手の確保・養成に取り組みます。 

 
 

（２） 施策の展開 

①総合消防力の向上 

►消防屯所の整備や消防車両の配備を進めることで、大規模火災などの発生に備えた総

合的な消防力の向上に努めます。 

►近隣市町との連携・協力により、広域的な消防体制の強化を図ります。 

►地域消防の担い手である消防団員の確保に努め、消防団施設や車両、装備などの充実

により、消防団活動の促進を図ります。 

②火災の予防 

►大切な生命と財産を守るため、住宅用火災警報器の設置率の向上に努めるとともに、

火災の恐ろしさなどを広く市民に周知啓発し、防火意識の高揚に努めます。 

③救急体制の充実 

►救急救命士の確保・養成や救急装備の整備などの救急体制の充実を図ることで、救急

救命率の向上に努めます。 

►医療機関等の関係機関との協力体制の強化を図ります。 

  



72 
 

④応急手当の普及 

►多様化・拡大化する救急需要に対応するため、救急車の適正利用の啓発強化を図ると

ともに、救急隊到着までの間に市民が適切な処置を行えるよう、講習会等を通じて応

急手当の普及・啓発に努めます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「消防や緊急体制の整備、自然

災害への備えに関する取組」に

対する市民満足度 

70.4％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

（再掲） 基本施策 11 危機

管理体制の強化 

住宅用火災警報器の設置率 

67.3％ 90.0％ 

アンケートで住宅用火災警

報器を設置済と回答した人

の割合 

耐震性防火水槽の設置基数 
58基 61基 

設置された耐震性防火水

槽の数 

救急救命士の資格を有する消防

職員数 
46人 48人 

市消防本部に所属する救

急救命士の数 

応急手当普及講習の受講者数 
25,952人 38,500人 

応急手当普及講習を受講

した累計人数 

消防団員数 
613人 698人 

市内消防団の団員数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・火災から命を守るために住宅用火災警報器を設置しましょう。 

・救急車は正しく利用しましょう。 

・事故現場などで自ら応急手当ができるよう、応急手当講習などに進んで参加しましょう。 

・事業者は、火災の未然防止やＡＥＤ※の設置などに努めましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

 

 

 

 

  
※ＡＥＤ：自動体外式除細動器（英:Automated External Defibrillator）は、心室細動の際に機器が自動的に解析を行い、必要に応じて

電気的なショック（除細動）を与え、心臓の働きを戻すことを試みる医療機器のこと 
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施策13  交通安全・生活安全の充実 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○高齢ドライバーによる事故や、モラルの低下から交通ルールが守られずに大規模な

事故に発展するケースが増えている中で、市民一人ひとりが交通ルールを守るとと

もに正しい交通マナーを実践することが必要です。 

○全国的に凶悪な犯罪や、子ども・女性・高齢者が被害者となる犯罪、特殊詐欺等の

被害が深刻化しており、安全安心な暮らしを実現する上でも大きな問題となってい

ます。 

 

目指す姿 
 

●交通安全運動などの啓発活動を通して、交通ルールの遵守、交通マナーの実践など

交通安全の意識を高めることに努めます。 

●犯罪のない安全安心な暮らしを確保するため、防犯意識の普及に努め、警察やコミ

ュニティとも協力しながら、地域のことは自分たちで守る意識の高揚、体制づくり

に努めます。 

 
 

（２） 施策の展開 

①交通安全対策の推進 

►警察など関係機関と連携して、年齢層に応じた交通安全教育の推進や交通安全運動の

展開により、交通ルールの遵守と交通マナーの実践の普及・浸透を図り、総合的な交

通事故の防止対策に取り組みます。 

►交差点や見通しの悪い箇所については、道路反射鏡の設置、路面標示、自発光道路鋲

の設置による注意喚起を行います。 

►社会問題となっている高齢者の運転誤動作による事故への対策として、運転免許証返

納者への優遇制度の周知等を図り、高齢者の運転免許証返納を促進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄ 24（133P）】 
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②防犯対策の推進 

►警察や丸亀･善通寺･多度津地区防犯協会など関係機関・団体と協力して、地域安全活

動を促進します。 

►地域ぐるみの自主的な防犯活動を支援し、地域力による被害の未然防止・拡大防止に

努めます。 

►防犯に関する広報活動や情報提供などを推進し、自らが身の回りの安全を守れるよう、

市民の防犯意識の高揚を図ります。 

►市民の安心な生活の確保と犯罪防止のため、必要な箇所に防犯灯の設置を進めます。 

③消費者保護対策の推進 

►「消費生活サポーター制度※」の活用や関係機関・団体との連携のもと、トラブルの

未然防止と発生後の適切な対応のため、消費者教育の推進や消費者生活情報の提供を

積極的に行います。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「交通安全や防犯対策に関する

取組」に対する市民満足度 
56.1％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「消費者被害の保護に関する取

組」に対する市民満足度 
56.4％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

市内の交通事故発生件数 
862件 850件 

1 年間に市内で発生した交

通事故の件数 

高齢者運転免許自主返納者数

（累計） 
― 1,200人 

運転免許を自主返納した

65歳以上の高齢者数 
 

  

※消費生活サポーター制度：消費者被害の未然防止・拡大防止・早期発見を図るために、消費者行政に関する施策などを周知や情報収集に協

力してもらえる市民を募る、市の登録制度のこと 
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（４） 市民と共にまちづくり 

・交通ルールや交通マナーを守り、交通安全に努めましょう。 

・日常生活において、外出時の施錠、子どもに対する防犯教育など自身や家族の安全を心

がけるとともに、地域防犯活動や防犯パトロールには進んで協力しましょう。 

・常に消費生活情報などに注意し、確かな知識や判断力を養うように努めましょう。 

・事業者は、適正な表示や取引を行い、責任ある商品やサービスを提供しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・交通安全計画 

 

 

  



76 
 

 

 



77 
 

 

 

 

 

 

 

基本方針 

活力みなぎる 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆基本施策 

施策 14 農林水産業の振興 …78Ｐ 

施策 15 商工業の振興…81Ｐ 

施策 16 観光・交流の促進 …85Ｐ 

 

◆重点的取組 

重点的取組５ 地元で働く喜びを生む…135Ｐ 

重点的取組６ 企業のチャレンジを応援する…136Ｐ 
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施策14  農林水産業の振興 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○農水産業従事者の高齢化が進み、担い手の減少に歯止めがかからず、耕作放棄地も

増加傾向にあることから、生産環境の保全やさらなる収益力の向上が求められてい

ます。 

○農林水産業の活性化にあたり、生産環境の整備はもちろんのこと、６次産業化や特

産品のブランド化等による付加価値の向上と販路の拡充が求められています。 

 

目指す姿 
 

●農水産業の後継者・担い手の育成や生産環境の適正化に取り組み、生産性の向上と

新たな農林水産業の価値の向上を図ります。 

 
 

（２） 施策の展開 

①後継者・担い手の育成 

►農水産業の基礎である後継者・担い手を確保するため、新規就業者の発掘・育成に努

めます。 

►インターンシップの受入れなど、農水産業における若者の就業を促すための取組を推

進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 28（135P）】 

②生産環境の適正化 

►耕作放棄地や有害鳥獣等被害、山林の環境悪化による水質汚濁等への対策を進め、農

水産業における生産環境の適正化を図ります。 

③生産の増進と収益力の向上 

►農産物の生産性向上を支援するとともに、6 次産業化の推進など、農水産物の市場価

値の増大を図ることで、農水産業者の所得向上など経営の安定化や雇用の創出を図り

ます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 32（136P）】 

►計画的な稚魚放流により、安定した水産資源の確保を図り、収益力の向上を促進しま

す。 
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④販路の拡充 

►農産物の生産・加工・流通の各段階でビジネスマッチングを促進するほか、地域内の

みならず、海外展開など地域外市場も含めた、幅広い販路開拓を支援します。【重点ﾌﾟ

ﾛｼﾞｪｸﾄ 33（136P）】 

►体験機会の拡充などによる地産地消の拡大や、地域の産品・商品の見える化を図り、

さらに地域商社等を活用した販路の拡充に取り組みます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「農林水産業の育成・支援」に対

する市民満足度 
42.0％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

認定農業者数 

124人 130人 

農業経営改善計画を作成

し、市が認定した農業者の

人数 

農地所有適格法人数 

29法人 33法人 

農地法の要件を満たす農

地を取得して農業経営でき

る法人数 

水田の利用集積率 

20.5％ 22％ 

市内水田のうち認定農業者

が利用する水田の占める面

積割合 

遊休農地の面積 453ha 403ha 遊休農地の面積 

漁業士認定数 
５人 11人 

県知事が認定した漁業士

の人数 

海面漁業生産量 

441ｔ 542ｔ 

海面における水産動植物の

採捕又は養殖事業の生産

量 

６次産業化商品開発の件数 

（累計） 
― 5件 
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（４） 市民と共にまちづくり 

・地産地消を心がけ、地域ブランドの育成に努めましょう。 

・事業者は、自ら経営基盤を強化し、安全で安心な農畜水産物の生産に努めましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・森林整備計画 

・農業振興地域整備計画 

・特定間伐等促進計画 

・田園環境整備マスタープラン 

・産業振興計画 
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施策15  商工業の振興 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○人口減少等による国内市場の縮小、消費者志向の変化、流通の多様化、取引のグロ

ーバル化による安価な海外品の流入などが進んでいます。 

○丸亀市では、経営者の高齢化や後継者不足などによる事業所数の減少や、働く人材

の確保が課題となっています。 

○労働を取り巻く現状については、働き方改革などに伴い、今後は労働環境の充実や

新たな働き方としての創業支援等が求められています。 

〇丸亀市では、産業振興支援補助事業の利用促進のほか、企業立地促進条例の制定な

どにより、市内企業の支援に努めています。 

 

目指す姿 
 

●人口減少時代において、産業界における人材の確保、育成は急務であることから、

女性や高齢者も含め、あらゆる世代が活躍できる環境づくりに努めます。 

●企業間・産学官金等の多様な連携機会の創出や、企業の経営・技術革新による新た

な事業展開の支援に努めます。 

 

（２） 施策の展開 

①人材の確保、育成の支援 

►企業インターンシップを推進するなど、企業の人材採用に係る機会を充実します。【重

点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 28（135P）】 

►持続可能な企業経営のため、若者だけでなく、女性や高齢者など幅広い人材の確保、

育成を支援します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 29（135P）】 

►教育機関と地元企業が連携し、就労体験や交流など、産業教育を推進することにより、

子どもたちに市内企業の魅力を伝え、将来的な地元就労につなげます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 30

（135P）】 

►ハローワークなどの関係機関と連携し、様々な求職者に対応した就労支援に努めます。 

②多様な連携機会の充実 

►企業間連携はもとより、四国職業能力開発大学校など、産学官金等の連携を推進する

ことで、新たな取引関係の構築や企業の経営・技術革新、地元就労を促進します。【重

点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 31（135P）】  
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③経営革新・技術革新等の促進 

►中小企業支援ガイドブックを活用し、産業振興支援補助事業の利用を促進するなど、

企業の経営・技術革新を支援するとともに、企業からの相談については、ワンストッ

プで対応できるよう、関係機関と連携しながら支援体制の充実に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄ 34（136P）】 

►市の企業立地促進奨励制度等や、県の優遇制度の情報提供により、新たな企業の誘致

を図るとともに、事業拡大の支援などに取り組みます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 35（136P）】 

④創業・第二創業の支援 

►「丸亀市創業支援事業計画」に基づき、地域の経済団体や金融機関など関係機関と連

携しながら、丸亀で創業をチャレンジする事業者や、新たな事業の展開を図る市内企

業の第二創業に対する支援を推進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 36（137P）】 

⑤地場・伝統産業の振興と積極的なＰＲ 

►丸亀うちわの市場拡大に向けて、2020 東京オリンピック・パラリンピック等の機会

を最大限に活かし、環境にやさしく、宣材機能も合わせ持つ丸亀うちわの魅力を伝え、

インバウンド向けのＰＲや、海外も含めた販路拡大を目指します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 37

（137P）】 

►丸亀うちわニューマイスター認証制度などを活用しながら、生業として確立するうち

わ産業界の基盤づくりを支援します。 

►地場・伝統産業の振興を市民にも共感してもらうため、体験学習や産業教育などを通

じて啓発に取り組むとともに、組織の強化や後継者の育成を支援します。 

⑥中心市街地の活性化 

►駅前の中心市街地の活性化に向けて、商業者だけでなく、市民やＮＰＯ法人など多様

な主体と協働し、リノベーションまちづくりとの連携など、にぎわいを取り戻すため

の取組を推進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 38（137P）】 

⑦頑張る個店の支援 

►モデル的な取組を展開するなど、地元で頑張る個店を積極的に支援し、顧客の獲得な

どにつなげるとともに、地域商社等を活用した販路拡充支援を行い、地域に根ざした

事業者の育成を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 33（136P）】 
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⑧労働環境の充実 

►すべての勤労者が豊かに暮らすことができるよう、中讃勤労者福祉サービスセンター

による福利厚生サービスの利用を促進するとともに、快適な労働環境の確保に努めま

す。 

►ワーク・ライフ・バランスの推進をはじめ、キッズウィークの導入など国の動向に注

視し、在宅勤務など多様な働き方について調査・研究を進めるとともに、労働環境の

充実と、労働力の確保、生産性向上を実現できるよう、働き方の見直しについて普及

啓発に努めます。 

⑨臨海工業地域の整備促進 

►臨海工業地域の専用岸壁機能が確保できるよう適正な維持管理に努め、既存企業の事

業拡大や新たな企業の参入を支援します。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「商業やサービス業の育成・支

援」に対する市民満足度 

 

43.7％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「既存企業の支援や企業誘致な

ど工業の育成・支援」に対する市

民満足度 

45. 3％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「雇用機会の創出などに関する

取組」に対する市民満足度 
34.2％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

創業相談件数 
－ 30件 

1 年間における商工会議所

等での創業相談件数 

企業インターンシップの受入人数 
35人 50人 

 

空き店舗率 36.7％ 

（65店舗/177店舗） 
30％ 

空き店舗調査による 
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（４） 市民と共にまちづくり 

・市内での消費に努めましょう。 

・事業者は、事業を通じたまちの賑わいづくりやＰＲに貢献しましょう。 

・地域の産業支援機関や大学等との連携に関心を持ちましょう。 

・ハローワークの研修などに参加し、職業能力の向上に努めましょう。 

・事業者は、安定した雇用機会の創出と充実した労働環境の整備に努めましょう。 

・ワーク・ライフ・バランス※の推進など労働環境を整備しましょう。（事業所） 

 

（５） 関連する個別計画 

・産業振興計画 

  

※ワーク・ライフ・バランス：仕事と生活の調和のこと。国民一人ひとりがやりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たすとと

もに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選

択・実現できる社会をめざした定義のこと 
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施策16  観光・交流の促進 
 

（１） 施策の方向性 

現状・課題 

○観光立国の実現に向けた様々な観光振興施策が国の手で進められ、訪日外国人が過

去最高を記録するなど、地域経済の活性化の手段として観光振興は期待されていま

す。 

○観光目的や旅行形態などのニーズが多様化するなかで、その地域ならではの感動や

達成感を得ることができる体験型観光を推進していくことが求められています。 

○地方創生の本格化など地域間での競争が激化するなか、さらなる観光資源の魅力向

上と効果的な情報発信を図ることにより、人口減少時代における地域経済の維持・

発展に向け、交流人口の拡大を図る取組が求められています。 

 

目指す姿 
 

●丸亀市の観光資源の魅力を積極的に活用し、民間や広域との連携を強化しながら、

効果的なプロモーションによりこれまで以上に多くの観光客が訪れるまちを目指

します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①滞在型・回遊型観光の推進 

►現代の観光客の動向を踏まえ、うちわづくり体験をはじめ、農業や漁業体験、芸術文

化や食等に関する体験プログラムを充実し、魅力ある体験型観光を推進します。 

②駅や城周辺を核とした観光インフラの整備推進 

►丸亀市の観光シンボルである丸亀城を、今後も観光拠点の核として位置付け、ＪＲ丸

亀駅や近隣の高速道路ＩＣなど本市への玄関口から、お城周辺におけるハード・ソフ

ト両面の観光インフラ整備を推進するとともに、お城以外にもたくさんある丸亀市の

観光資源を回遊してもらえる施策を展開します。 

③観光マネジメント組織の構築と推進 

►観光客の増加を、丸亀市の持続的な経済発展に着実につなげられるよう、観光協会や

観光業界と連携した推進体制の構築を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 39（137P）】 
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④インバウンド対応の推進 

►観光立国の宣言後、急増しているインバウンド（外国人観光客）に対して、県や広域

の観光協議会等と連携して丸亀市への誘客につなげます。 

►多言語対応などの環境整備により、インバウンドの受入体制を強化するとともに、Ｓ

ＮＳを活用した情報発信に取り組み、丸亀市への誘客と、地元の産業や飲食店の振興

を図ります。 

⑤都市間交流の活性化 

►交流都市である石川県七尾市、秋田県由利本荘市、北海道京極町をはじめ、関係市町

とネットワークをつくり、歴史、文化、観光、スポーツなど様々な分野で、交流を深

めることで、それぞれの取組の充実を図るとともに、まちのにぎわいを創出します。 

⑥国際交流の活性化 

►国際交流協会と連携し、姉妹都市のスペイン・サンセバスティアン市や友好都市の中

国・張家港市との海外都市交流や国際文化交流活動を進めるとともに、新たな交流都

市についても検討し、多様な異文化交流を図れるよう市民レベルでの交流機会を設け

ます。 

 
 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「観光地のネットワークづくりなど

観光産業の育成・支援」に対する

市民満足度 

54.6％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

市を訪れた観光客数 
291万人 300万人 

1年間に市内の主要な観

光地を訪れた人数 

市内宿泊施設の宿泊者数 
39万人 42万人 

1 年間に市内の主要宿泊

施設に宿泊した人数 
 

（４） 市民と共にまちづくり 

・観光イベントなどのまちの賑わいづくりに積極的に関わりましょう。 

・観光客におもてなしの心で接し、新たな魅力の発見や観光ＰＲに協力しましょう。 

・市内の観光資源に触れる機会をつくりましょう。 
 

（５） 関連する個別計画 

・産業振興計画 
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施策 18 高齢者福祉の充実…91Ｐ 

施策 19 障がい者福祉の充実…94Ｐ 

施策 20 暮らしを支える福祉の充実…97Ｐ 

 

◆重点的取組 

重点的取組７ 市民の健康づくりを応援する…138Ｐ 

重点的取組８ いつまでも住み慣れた地域で暮らす…139Ｐ 
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施策17  地域保健・医療の充実 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○我が国の平均寿命は、2015 年（平成 27 年）で 83.7 歳と世界トップを維持している

一方で、高齢化の進行やライフスタイルの多様化により、生活習慣病患者や介護を

必要とする人が増加しています。 

○2025 年には団塊の世代が 75 歳以上となり、高齢化のさらなる進行と医療ニーズの

高まりが予想されています。 

○全ての市民が、主体的に健康づくりを促進するためには、ライフステージに合わせ

た周知啓発を行い、市民の健康に対する意識の高揚を図る必要があります。 

 

目指す姿 
 

●市民一人ひとりが健康でいきいきとした生活を送れるよう、健康づくりを推進し、

健康寿命の延伸を図ります。 

 
 

（２） 施策の展開 

①健康寿命の延命 

►毎月 10 日「健幸の日」の周知啓発を徹底し、健康づくりに取り組むきっかけを作り、

生活習慣の改善を促すことで、健康寿命の延伸を図り、生涯健康で幸せな暮らしの実

現を目指します。 

②生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 

►生活習慣の改善や健康診断受診による自身の健康状態の確認に重点を置いた発症予

防と、重症化予防に向けた取組を推進します。 

►喫緊の課題となっている糖尿病の発症予防については、特定健康診査受診率の向上を

図るとともに、適切な保健指導に取り組みます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 40（138P）】 
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③社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上 

►健康寿命の延伸を実現するには、社会生活を営むための機能をできる限り持続するこ

とが大切であるため、食事や運動をはじめ、こころの健康を保つための知識や情報の

普及に努めます。 

►すべての子どもが健やかに育つよう、子どもの頃からの健全な食生活や運動習慣の確

立に向けた取組を推進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 41（138P）】 

►介護予防につながる生活習慣の推進や、ロコモティブシンドローム※の認知度を高め

ることなどにより、元気な高齢者の増加を目指します。 

④生活習慣及び社会環境の改善 

►生活習慣で注意すべき基本的な要素を分類し、ライフステージごとに課題を示しなが

ら、市民一人ひとりが日常的に自らの健康づくりに積極的に取り組み、その取組を地

域や行政が支援することを目指します。 

⑤食育の推進 

►全ての市民が、自分に合った食生活を実践し、健康増進が図られるよう、食について

の意識を高め、正しい食を選択する力を身につけるための食育の推進を図ります。【重

点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 42（138P）】 

⑥自殺対策の推進 

►社会問題となっている自殺については、市民一人ひとりが正しく理解し、社会全体で

取り組むべき問題であるため、自殺予防に対する理解の促進や、ゲートキーパー※な

どの人材育成、悩みや困難を抱えた人が孤立しないための相談・支援体制の整備を図

ります。 

  

※ロコモティブシンドローム：骨や関節、筋肉など運動器の衰えが原因で、歩行や立ち座りなどの日常生活に障害を来たしている状態のこと 

※ゲートキーパー：自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、

見守る）を図ることができる人のこと 
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（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「健康づくりや身近な医療環境の

充実に関する取組」に対する市

民満足度 

64.5％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

特定健診受診率 

34.8％ 60.0％ 

40歳以上の国保被保険者

で特定健診を受診した人の

割合 

特定保健指導実施率 

14.3％ 60.0％ 

特定健診の結果により特定

保健指導を受けた人の割

合 

肥満傾向児の出現率 

①小学 4年生男子 

②小学 4年生女子 

①7.7％ 

②7.3％ 
 

肥満傾向（肥満度 20％以

上）にある児童の割合 

若返り筋トレ教室の会員数 
690人 750人 

若返り筋トレ教室に登録さ

れた会員数 

メタボリックシンドローム該当者及

び予備群の出現率 

①男性 

②女性 

①46.0％ 

②15.8％ 

①28.7％ 

②10.6％ 

特定健診受診者のうち、メ

タボリックシンドロームの該

当者及び予備群の人の割

合 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・健康づくりに関する正しい知識を持ち、より良い生活習慣を身に付けましょう。 

・身近なかかりつけ医を持ちましょう。 

・事業者は、従業員の健康管理に努めましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・健康増進計画（健やかまるがめ２１） 

・食育推進計画 

・自殺対策基本計画 
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施策18  高齢者福祉の充実 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○高齢化の進行とともに、要介護認定者数も増加傾向にあります。 

○団塊の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年（平成 37 年）には、介護を必

要とする人はさらに増加すると予測されています。 

○高齢者が可能な限り住み慣れた地域で暮らし続けるために、地域包括ケアシステム

の構築・強化が求められており、今後は、家族介護者への支援や、元気な高齢者が

いきがいを持って暮らすことのできる仕組みづくりが必要です。 

 

目指す姿 
 

●高齢者が自分らしく尊厳を持って元気に暮らすことがきるよう医療・介護・予防・

住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの体制強化を目指し

ます。 

 
 

（２） 施策の展開 

①高齢者が在宅で生活できる仕組みづくり 

►医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者に対して、在宅医療と介護サービスを一

体的に提供できるよう、丸亀市地域包括ケアシステム推進協議会などにおいて、関係

機関と協力しながら、医療と介護の連携体制を構築します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 43（139P）】 

►高齢者の福祉・介護ニーズに対応するため、県など関係機関と連携しながら、サービ

スを支える人材の確保や資質向上を図ります。 

►高齢者やその家族に対する介護保険制度の普及啓発により、介護保険と介護サービス

の安定的運営を図ります。 
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②一人暮らしや虚弱な高齢者の支援 

►介護予防・日常生活支援総合事業※への移行に伴い、要支援認定者等に対して必要な

支援を行う「介護予防・生活支援サービス事業」に取り組みます。 

►独居高齢者のみならず、老老介護の増加も懸念されるなかで、在宅で生活している高

齢者が、できるだけ長い間元気に生活できるよう、在宅福祉サービスの充実に努めま

す。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 44（139P）】 

►地域支援事業における「生活支援体制整備事業」を活用し、地域において高齢者の日

常生活を支える互助の体制整備を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 45（139P）】 

►養護老人ホームなど高齢者福祉施設との連携や、個人が抱える生活課題に即した住環

境の整備など、高齢者が安心して暮らせる住まいの確保に努めます。 

③認知症高齢者の支援 

►認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域で暮らし続けら

れるよう、状態に応じた適切なサービスの提供を確立し、家族に対する相談・支援体

制の充実に努めます。 

►高齢者の虐待や財産をめぐるトラブル、悪質な訪問販売や詐欺など、高齢者の権利に

関する問題が深刻化するなか、市民後見人の養成など成年後見制度を地域で支える取

組のほか、警察や司法関係等の専門機関と連携し、権利擁護の推進に努めます。 

④高齢者が予防活動に取り組める仕組みづくり 

►介護予防・日常生活支援総合事業への移行に伴い、全ての高齢者に対して介護予防の

啓発等を行う「一般介護予防事業※」に取り組みます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 46（139P）】 

►生涯学習や健康づくりなど、高齢者の生きがいづくりを推進します。 

►老人クラブの加入促進により活動の活性化を図るとともに、健康で働く意欲がある高

齢者の就業機会を確保することで、社会参加の促進に努めます。 

 

  

※介護予防・日常生活支援総合事業：市町村が中心となって、地域の実情に応じて、住民等の多様な主体が参画し、多様なサービスを充実す

ることで、地域の支え合い体制づくりを推進し、要支援者等に対する効果的かつ効率的な支援等を可能

とすることを目指すもの 

※一般介護予防事業：65 歳以上のすべての高齢者を対象に、高齢者が自ら活動に参加し介護予防に向けた取組が主体的に実施されるよう、

講演会や教室などを通じて、介護予防に関する活動の普及啓発や育成支援を行うもの 
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（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「高齢者の健康づくりや福祉サー

ビスに関する取組」に対する市民

満足度 

61.2％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

「介護保険制度の普及や介護サ

ービスの充実に関する取組」に対

する市民満足度 

46.0％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

元気な高齢者の割合 

83.6％ 83.1％ 

要介護認定を受けていない

高齢者の割合 

元気いっぱい！長生き体操の参

加者数（実人数） 
10か所 

137人 

60か所 

850人 

地域の居場所づくりを目的

とした体操事業の参加者数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・家族を含めた介護予防に主体的に取り組みましょう。 

・介護者同士で交流がもてるよう交流の場には参加しましょう。 

・高齢者の社会参加や生きがいづくりに努めましょう。 

・介護保険制度について、正しい知識を身につけましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・高齢者福祉計画・介護保険事業計画 
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施策19  障がい者福祉の充実 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○国において、「障害者基本法」や「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

（障害者差別解消法）」が整備され、また「障害者総合支援法」及び「児童福祉法」

の改正など、障がい者を取り巻く環境が変化してきています。 

○障がい者が地域で自分らしく暮らし続けるためには、障がい福祉サービスをはじめ

として、気軽に相談できる場の確保や、就労支援等の自立と社会参加を促進する取

組、障がい者の虐待防止や障害者差別解消法に基づく合理的配慮の浸透等、地域に

おける理解の促進が必要となってきます。 

 

目指す姿 
 

●障がい福祉サービスを提供するための体制の確保や、質の向上を図るとともに、障

がい者に対する地域の理解・協力の拡大に努め、障がい者が地域で安心して暮らす

ことができるまちを目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①障がい者に対する理解と交流の促進 

►障がいのある人とない人が日常的に交流する機会の創出などを通じて、障がいや障が

い者に対する地域の人々の正しい理解と認識を深める取組を進めます。 

②障がい者保健・医療の充実 

►障がいの原因となる疾病等の予防や、早期発見・早期療育・相談体制の充実を図りま

す。 

►障がい者の心身の健康を維持するため、関係機関と連携しながらライフステージや心

身の状況に応じた保健・医療サービス・リハビリテーションの充実に努めます。 

③可能性を伸ばす教育の推進 

►学校・幼稚園・保育所・こども園や関係機関等と連携し、障がいの状況や特性等に応

じて、一人ひとりの個性や可能性を伸ばす教育・保育の推進を図ります。 
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④障がい者の生活支援の充実 

►障がい福祉サービスや相談支援体制の充実に取り組み、障がい者が自立した生活を送

ることができるよう支援します。 

►障がい児が乳幼児期から学校卒業まで、一貫した支援を身近な場所で受けられる体制

の確保に努めます。 

⑤雇用・就業の確保 

►障がい者が就労を通じて自己実現を図り、社会の中での役割や生きがいを見い出せる

よう、就労支援の提供体制の整備や職場定着を支援します。 

⑥生活環境の整備 

►障がい者が安全に安心して暮らせるよう、生活空間のバリアフリー化の環境整備を図

るとともに、防災・防犯対策面においても、地域をあげた支援体制の整備に努めます。 

⑦差別の解消、権利擁護の推進 

►障がいのある人もない人もともに生活できる社会を実現するため、障がいを理由とす

る差別の解消を推進します。 

►意思決定の困難な障がい者が不利益を被ることのないよう、成年後見制度について普

及啓発するとともに、障がい者虐待の未然防止に努めるなど、障がい者の権利擁護の

推進を図ります。 

⑧行政サービス等における配慮の推進 

►「障害者差別解消法」に基づき、市が行う事務・事業の実施にあたっては、障がい者

が必要とする配慮の提供に努めます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「障がい者の就労支援や福祉サ

ービスに関する取組」に対する市

民満足度 

56.4％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

福祉施設入所から地域生活へ

移行した人数 ー 
9人 

（2020年度） 

計画期間内の人数 

就労移行支援事業※を利用して

一般就労した人数 ー 
15人 

（2020年度） 

計画期間内の人数 

 

  
※就労移行支援事業：一般企業などへの就労を希望する人に、一定期間、必要な知識の習得や能力の向上のための訓練を提供し、就労を支援

すること 
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（４） 市民と共にまちづくり 

・障がい者に対する理解と認識を深め、共に生活できるよう助け合いましょう。 

・障がい者と交流する機会を持ちましょう。 

・障がい者の就労支援と障がい者が利用しやすい環境を整備しましょう。（事業者） 

 

（５） 関連する個別計画 

・障がい者基本計画 

・障がい福祉計画・障がい児福祉計画 
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施策20  暮らしを支える福祉の充実 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○少子高齢化に伴い、高齢者のみの世帯や高齢者のひとり暮らしが増加するなど、地

域福祉を取り巻く課題が複雑かつ多様化しきています。 

○地域のさまざまな問題に対して、住みよい地域づくりを進めるためには、地域や関

係団体間のネットワークを強化し、支援が行き届く地域づくりを進めていくことが

重要です。 

○保険制度など社会保障については、将来にわたって制度が継続し、安心して生活で

きるよう適正な運営が求められます。 

 

目指す姿 
 

●地域で支え合う仕組みづくりを推進するため、地域のネットワークづくりを進める

とともに、地域福祉を支える担い手を育成し、誰もが暮らしやすい地域づくりを目

指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①みんなで支えあう仕組みづくり 

►社会福祉協議会をはじめ、民生委員・児童委員、福祉協力員、各種関係団体の活動支

援に努め、地域に密着した各種福祉活動の活発化を促進し、身近な地域を単位とした

助け合い活動を支援します。 

►災害時避難行動要支援者対策として、見守り活動などに必要な個人情報の共有化や、

福祉避難所など受入れ施設等の拡大に努めます。 

②地域福祉を支える人づくり 

►福祉教育や地域活動への参加促進により福祉の心を育てるとともに、地域で支え合う

活動の核となる担い手の育成など、地域福祉活動を持続的に推進するための人材確保

に取り組みます。 

  



98 
 

③国民健康保険制度の安定的運用 

►国民健康保険事業運営の安定化を図るため、関係部署と連携して、国民健康保険税の

徴収率の向上に努めます。 

►後発医薬品※の使用促進や健康診査受診率の向上など医療費の適正化に取り組みます。 

►医療費の抑制と、国民健康保険事業の安定化を図るため、データヘルス計画に基づく

健康・医療情報の分析結果から、糖尿病性腎症重症化予防など実効性ある生活習慣病

予防対策を推進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 40（138P）】 

④生活困窮者の自立支援 

►自立相談支援窓口「あすたねっと」を中心に、ハローワークなどの関係機関と連携し

ながら、生活困窮者の就労や自立支援を図ります。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「身近な地域における地域福祉

に関する取組」に対する市民満

足度 

61.5％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

一般被保険者 年間 

1人あたり保険給付費用額 418,718 円／人 
前年度比 

＋2％以内 

療養給付費と療養費等の

総額を事業年報から算出 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・地域における身近な福祉活動やボランティア活動に参加することで、ネットワークを広

げ、互いに支え合う地域社会の形成に貢献しましょう。 

・身近にかかりつけ医を持つようにし、重複診療をやめましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・みんなのふくし丸亀プラン 

・データヘルス計画 

※後発医薬品：これまで使われてきた医薬品の特許が切れた後に、開発会社以外の製薬会社から同等の品質で製造販売される医薬品のことで、

ジェネリック医薬品とも呼ばれている 
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重点的取組 11  多様な主体との協働と行政改革を推進する…143Ｐ 
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施策21  歴史的資源の保存と活用 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○丸亀城をはじめ、歴史的資源については、市民の財産として適切に保存し、未来に

継承していくことが重要です。 

○歴史的資源を未来に継承していくために、市民が歴史的資源にふれる機会を創出す

ることが重要です。 

 

目指す姿 
 

●歴史的資源の保護をはじめ、文化財や史跡の保全・活用を図り、文化的価値の理解

を深めるとともに、歴史的資源を後世へ継承していくまちを目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①文化財の活用 

►文化財を、貴重な歴史文化に触れることができる財産として、観光や教育など各種事

業と連携して活用します。 

►郷土への理解や愛着を深めるとともに、文化財保護に対する関心を高めるため、全国

的なネットワークも活用しながら、資料館の常設展示や企画展、その他講座の充実に

努めます。 

►資料館開館 50 周年（2022 年度）の特別企画展に向けて、丸亀城郭や城下町絵図等の

修復を計画的に進めます。 

►本島の笠島重要伝統的建造物群保存地区や塩飽勤番所等の歴史的資源については、文

化観光資源としての活用を一層促進し、来訪者の増加を図ります。 

②文化財の保存 

►市内に所在する史跡や歴史的建造物などの重要な文化財について、計画的な保存整備

に努めるとともに、防火、防災などの安全対策の充実を図ります。 

►丸亀城については、き損の著しい三の丸坤櫓跡石垣と、帯曲輪石垣について、計画的

な修理を進めます。また、修理作業に合わせて、その過程を公開するなど、観光資源

や学習素材としての活用も図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 47（140P）】 

►国指定史跡である快天山古墳については、保存活用計画を策定するとともに整備計画

を見直し、適切な維持管理と保存活用を図ります。  
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③伝統文化の保存、継承及び活用 

►先人が築き上げた、民俗芸能などの伝統的な文化を後世に伝えていくとともに、それ

らを活用して、地域において、連帯感や世代間交流が生まれるよう支援します。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「名所や文化財の保護・活用に

関する取組」に対する市民満足

度 

73.1％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

資料館の入館者数 
34,000人 37,000人 

1年間に資料館に入館した

人数 

笠島まち並保存センター・塩飽勤

番所への来訪者数 
7,000人 

（2014年度～2016

年度平均値） 

7,500人 

（2018年度～2020

年度平均値） 

1 年間に笠島まち並保存セ

ンター・塩飽勤番所跡を訪

れた人数 

市指定文化財の修理件数（平成

23年度からの累計） - 5件 
計画期間内の累計件数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・文化財を通じて、郷土の歴史や文化を学びましょう。 

・文化財の保護や整備に協力しましょう。 

・市内の名所・旧跡を訪ねましょう。 

・丸亀城を中心とした市内の文化財に愛着を持ちましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・史跡丸亀城跡保存整備基本計画 

・史跡快天山古墳保存整備基本計画 

・丸亀市塩飽本島町笠島伝統的建造物群保存地区保存計画 
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施策22  文化芸術の振興 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○文化芸術に触れることは、豊かな感性を育み、心に豊かさをもたらします。ライフ

スタイルが多様化する中、質の高い文化芸術に触れ、参加できる環境づくりが求め

られています。 

○瀬戸内国際芸術祭との連携を強化することで、文化芸術の振興を図るとともに、市

内各地への波及効果が求められています。 

 

目指す姿 
 

●文化芸術に関連した多彩な活動を通じて、文化芸術に触れる機会を創出し、豊かな

感性が育まれるまちを目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①文化芸術に接する機会の拡充 

►全ての世代が、多様な文化芸術に接する機会の充実を図ります。 

►子どもの豊かな感性を育むため、学校教育などにおける文化芸術の学習機会の提供に

努めます。 

►文化芸術団体との連携を促進し、市民文化と地域活力の向上を図ります。 

►瀬戸内国際芸術祭については、島しょ部にとどまらず、市内各地に効果が波及するよ

う活用するとともに、近隣自治体とも連携した回遊性の高い観光戦略により、交流人

口の増進を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 48（140P）】 

②自主的文化芸術活動の促進 

►各種文化芸術団体の育成・支援に努め、市民の自主的な文化芸術活動の活性化を促し

ます。 

►市民が、日常生活の中で文化芸術に触れ、文化芸術への関心や理解を深めることがで

きるよう、環境づくりや意識の醸成に努めます。 
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③文化芸術活動の環境整備 

►市が設置する文化施設の適切な維持管理に努めるとともに、運営体制の充実を図り、

市内外の人々が優れた文化芸術に触れるための場所として積極的な活用を図ります。 

►開館 26 年を経過した丸亀市猪熊弦一郎現代美術館については、長寿命化を目的とし

た大規模改修工事を計画的に進めます。また、再開後の利用促進や入館者の増加に向

けて、市民座談会や文化振興審議会などで、美術館のより良いあり方について議論と

検討を進めます。 

►新丸亀市民会館の早期整備に向けて、整備予定地やコンセプト、運営方針など検討を

進めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 49（140P）】 

④文化芸術活動の担い手の育成 

►若手芸術家など、文化芸術活動の担い手を育成するため、多様な文化に接する機会を

拡充するとともに、市民自らが自主的に文化芸術活動が行える環境づくりに努めます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「芸術や地域文化の継承や振興

に関する取組」に対する市民満

足度 

64.2％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

丸亀市綾歌総合文化会館の利

用者数 134,258人 150,000人 
丸亀市綾歌総合文化会館

を利用した人数 

芸術鑑賞教室※の実施回数 
５回 10回 

1 年間に芸術鑑賞教室を

実施した回数 

地域出前文化教室の実施回数 
4回 8回 

1 年間に地域出前文化教

室を実施した回数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・美術館などの文化施設を訪れたり、文化芸術に関する行事に参加し、豊かな心を育みま

しょう。 

・文化芸術振興や文化交流のためのイベントに積極的に参加しましょう。 

・伝統文化を後世に継承できるよう地域のまつりや行事に参加しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・文化振興基本計画  

※芸術鑑賞教室：市内の小中学校の児童生徒を対象に行っている音楽などの鑑賞体験教室のこと 
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施策23  生涯学習活動の推進 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○少子化や高齢化の進行等を背景として、地域の教育力の向上や高齢者の学習支援、

社会参加へのニーズが高まっているなか、市民が生涯にわたって学び、いきがいの

ある生活を送ることができる環境づくりが求められています。 

○生涯学習分野においては、学ぶことができるだけでなく、市民一人ひとりが学んだ

知識や能力を地域で活かすことができる仕組みづくりを行うことが必要です。 

○図書館においては、図書館資料の充実を図るとともに、利用者のニーズ把握や、利

用しやすい環境整備が必要です。 

 

目指す姿 
 

●市民一人ひとりが生きがいのある生活を送るため、生涯を通じて学ぶ機会を創出し、

学んだ知識や能力を地域で活かすことができる社会を目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①学びのための環境づくりの推進 

►生涯学習に取り組む市民が増え、内容や時間・方法など多様化するなかで、学習ニー

ズを把握しながら、生涯学習に関する情報を集約・整理し、分かりやすい情報発信に

努めるとともに、社会教育に関わる職員などのスキルアップを図ります。 

►生涯学習センターやコミュニティセンターなど、学習活動の拠点となる施設の運営に

おいては、市民ニーズに対応した柔軟な運営・管理を促進します。 

►働く世代や子育て世代など、ライフステージに配慮した学習機会の提供に努めるとと

もに、防災や消費者問題など社会的要請の強い課題に対応した学習内容の充実を図り

ます。 

②学びでつながり、学びを生かすまちづくりの推進 

►生涯学習クラブの交流など、学びを通した仲間づくりや、ＮＰＯ法人や企業、大学な

ど学びの機会を提供する団体とのネットワークづくりを推進し、主体的・効果的な学

びにつなげます。 

►学習成果が発表や指導などで生かされる場を充実し、学び得た知識や技能が、地域課

題の解決につながる仕組みづくりに努めます。  
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③家庭・地域・学校における連携の推進 

►子どもの育ちや学びを地域ぐるみで支える体制づくりとして、学校と地域をつなぐ地

域コーディネーターの発掘・育成、地域と学校が相互に連携した取組を推進します。 

►行政と、教育・保育機関、ＮＰＯ法人などが連携し、家庭教育に関する学習機会や情

報提供を充実します。 

④図書館の充実 

►幅広い世代の様々な学習活動に活用できる地域拠点として、利用者のニーズや地域の

特色に合わせた蔵書と利用しやすいサービス機能の充実に努めます。 

►講座や講演会などの多様な学習機会の提供に努め、市民の役に立つ生涯学習拠点を目

指します。 

►長い年月を費やし収集してきた郷土資料などの貴重な資料について、保存、収集及び

活用に努めます。 

►ホームページ等を活用し、行事や図書など図書館情報の発信に努め、利用者の利便性

向上を図ります。 

►中央図書館については、猪熊弦一郎現代美術館と合わせて、大規模改修工事を進め、

安全安心で快適な利用環境を創出します。 

⑤子どもの自主的な読書活動の推進 

►子どもが本を好きになり、読書によって育まれる力が一人ひとりの子どもの生きる糧

となることを目指します。 

►「子ども読書活動推進計画」に沿って、親子のふれあいを大切にした「家読（うちど

く）」の推進や、「ブックスタート※」、「セカンドブック※」などの事業を継続しながら、

子どもの自主的な読書活動を支えるとともに、家庭・地域・学校など子どもを取り巻

く読書環境の整備・充実に努めます。 

 

  

※ブックスタート：3 か月児健診に参加した親子に、赤ちゃん絵本の入った「ブックスタート・パック」を手渡すことで、赤ちゃんの本との

出会いをつくるとともに、赤ちゃんと本を開いておはなしする楽しさを伝え、楽しく子育てできる環境を作っていく運動

のこと 

※セカンドブック：ブックスタートを実施したうえで、さらにその効果を向上させるために、小学校入学前の子どもに 1 冊の本をプレゼント

する運動のこと 
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（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「心を豊かにし生活に役立つ生涯

学習の充実に関する取組」に対

する市民満足度 

65.8％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

市民学級の参加者数 
544人 700人 

1年間に開催される市民学

級に参加した人数 

地域コーディネーターが活動する

コミュニティ数 ０コミュニティ 17 コミュニティ 

地域コーディネーターのもと

で学校・地域連携を実施す

るコミュニティ数 

学校支援ボランティア促進事業

を活用する小学校区数 
２校区 ７校区 

 

図書館の１日平均利用者①中央 

②綾歌 

③飯山 

①568 人 

②96 人 

③722 人 

①580 人 

②100 人 

③740 人 

１日に図書館に入館した平

均人数 

図書館の総貸出数 

759,395冊 780,000冊 

1 年間に貸出された一般図

書をはじめとした雑誌等も

含めた総貸出数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・生涯学習講座に参加し交流の輪を広げましょう。 

・図書館などの施設を積極的に利用しましょう。 

・個々の学習や活動で得た知識や技能など学習の成果を地域の課題解決やまちづくりに生

かしましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・生涯学習推進計画 

・子ども読書活動推進計画  
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施策24  スポーツの振興 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○子どもの体力低下や運動習慣の二極化、中高年を中心とした健康志向の高まりから、

あらゆる年代を通じたスポーツ活動の重要性が高まっています。 

○スポーツ団体や関連機関などと相互連携しながら、市民誰もが気軽に参加すること

ができ、生涯を通じて継続的にスポーツに親しむことができる環境づくりが必要で

す。 

○県内随一のスポーツ拠点を活用することはもとより、2020 東京オリンピック・パラ

リンピックの開催を控え、競技スポーツの取組も機運の高まりをみせ、スポーツを

通じた交流人口の拡大が期待されます。 

 

目指す姿 
 

●関係団体等と連携・協働を図りながら、市民がスポーツに親しむきっかけづくりや、

スポーツによる生きがいづくりを推進し、健康を意識したスポーツの振興とスポー

ツを通じた交流の拡大を目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①スポーツに親しむきっかけづくり 

►多様なスポーツ教室やスポーツイベントなど、スポーツを始めるきっかけとなる取組

を進めます。 

►スポーツが健康づくりに深い関わりを持つことを市民に啓発し、関係部署やコミュニ

ティ、企業とも連携しながらスポーツ活動への参加を促進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 59

（143P）】 
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②スポーツを実践する機運の醸成 

►子どもたちの体力低下や運動習慣の二極化を解消するため、幼少期における運動の重

要性について普及啓発に努めます。また、幼少期からの運動習慣の確保に向けて、ア

ドバイザーや指導者を派遣するなど、就学前の子どもたちが体を動かす取組を広めま

す。 

►高齢者や障がい者の自主性や生きがいづくりを目的として、誰もが気軽にスポーツに

取り組める幅広いスポーツの推進を図ります。 

►スポーツ少年団をはじめとした競技スポーツの振興により、スポーツ活動への意欲の

高揚を図るとともに、競技力の向上を支援します。 

►豊かな自然環境や特徴ある競技施設など、丸亀市の特色を活かした、多様なレクリエ

ーション活動を推進するなど、市民が体を動かす機会の充実に努めます。 

③スポーツを支える人づくり 

►指導者の高齢化や運営を支える人材不足の課題を解消に向け、ボランティア指導者登

録制度など、指導者確保に向けた仕組みづくりや、地域人材の発掘に努めます。 

►スポーツ関係団体や民間企業、大学など多様な団体とも情報交換を行い、連携強化を

図るなど、市民スポーツを支える環境づくりに努めます。 

►コミュニティへのスポーツメニューの提供や出前講座により地域の取組を支援する

とともに、市民体育祭やチャレンジデーなど地域交流イベントの実施により、スポー

ツを通じた交流の場づくり、地域の絆づくりを支援します。 

④スポーツを楽しむ環境づくり 

►体育施設や運動公園を長く大切に利用できるよう、利用者ニーズを把握しながら、利

用しやすい施設として計画的に改修等を進めるなど、施設の充実を図ります。 

►丸亀市総合運動公園については、大規模大会時などにおける駐車場不足の問題に対応

するため、新たな駐車場対策を進めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 50（140P）】  
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⑤スポーツを通じたにぎわいづくり 

►2020 東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿をはじめ、大規模大会やスポー

ツ合宿の誘致活動等を積極的に展開するとともに、Ｊリーグや四国アイランドリーグ

plus など地域密着型スポーツの活用を促進し、スポーツを通じたまちのにぎわいと地

域活性化を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 51（141P）】 

►日本女子サッカー発祥の地と言われる由縁を活かし、全国規模の交流大会を開催する

など、女子サッカーの普及を図る取組を推進し、新しい人の流れを創出します。 

►丸亀市民球場をはじめ、市内体育施設・運動公園においては、スポーツ以外の利活用

も促進し、施設の有効活用やにぎわいの創出に努めます。 

►国内外から 1万人を超えるランナーが参加する香川丸亀国際ハーフマラソン大会を地

域活性化の事業として一層充実させ、本市のにぎわいづくりやシティプロモーション

※を進めていきます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「スポーツ・レクリエーションの充

実に関する取組」に対する市民

満足度 

69.3％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

丸亀市民球場の利用者数 
87,804人 90,000人 

1年間に利用した人数（観

客を含む） 

スポーツ施設の利用者数 

（丸亀市民球場を除く） 
591,439人 625,000人 

1 年間に市のスポーツ施設

を利用した人数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・普段から体を動かすようにしましょう。 

・スポーツ・レクリエーション活動に積極的に参加し、健康づくりに努めるとともに、交

流や賑わいづくりに貢献しましょう。 

・事業者は、スポーツ支援に努めましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・スポーツ振興ビジョン  

※シティプロモーション：地域再生、観光振興、住民協働など様々な概念が含まれており、地域住民の愛着度の形成や地域の売り込みや自治

体名の知名度の向上など、自らの地域のイメージを高め経営資源の獲得を目指す活動のこと 
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施策25  人権尊重社会の実現 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○現代社会では、性別や性のあり方、障がいの有無、出身地などを理由とする偏見や

差別、いじめなど様々な人権問題が発生しています。また、近年の情報化や国際化

を反映してインターネットやＳＮＳ等を利用した人権侵害や、特定の国籍の外国人

に対する差別的言動が社会問題となっています。 

〇同和問題については、就職差別、結婚差別など厳しい差別の現実が見られ、部落差

別解消のための教育・啓発が重要な課題となっています。 

〇市民に対する人権教育・啓発は、当事者の方々をはじめ関係団体とも連携しながら

体験活動や交流活動に重点を置いた取組が求められています。 

 

目指す姿 
 

●人権尊重社会の実現に向けた教育・啓発に努め、新たな人権課題にも対応しながら、

市民一人ひとりの人権が尊重され、差別のない誰もが暮らしやすい社会の実現を目

指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①人権教育の推進 

►学校教育では、幼児、児童、生徒の発達段階に応じた人権・同和教育を行い、人権や

差別についての理解を深め、人権を尊重する意識や態度の育成を図ります。 

►社会教育では、子どもから大人まで全ての人が人権感覚を身につけられるよう、それ

ぞれのライフサイクルにおける多様な教育活動を展開します。また、幼児期における

自尊感情の育成など、子どもの成長過程における人権意識の形成のため、家庭教育に

おける人権教育の充実に努めます。 

►市職員をはじめ、各種団体等への研修等を通じて、人権教育の充実・強化に努めます。 
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②人権啓発の推進 

►人権啓発にあたっては、対象となる年齢層を考慮し、具体的な事例を活用しながら、

参加体験型の研修会や交流会を開催し、親しみやすくわかりやすい情報発信に努めま

す。 

►地域のコミュニティや人権啓発拠点である隣保館が、市民に身近な人権啓発の場所と

して十分に機能するよう、活用と支援に取り組みます。 

►人権啓発実施主体など関係機関との連携を強化するとともに、企業における人権啓発

の支援に努めます。 

③人権擁護の強化 

►人権擁護委員による相談業務については、相談内容が多様化し、新たな人権課題も生

じていることから、相談員の資質向上と、関係機関との連携強化を図ります。 

④人権啓発拠点の強化 

►老朽化している隣保館については、建て替えなどを計画的に進め、より地域に密着し

た人権啓発と福祉の拠点施設となるよう利用促進を図ります。 

⑤新たな人権課題への対応 

►ＳＮＳやインターネット上における人権侵害について、正しい理解や認識を深めるた

め、教育・啓発を通じて適切な利用を推進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 53（142P）】 

►特定の国籍の外国人に対するヘイトスピーチ防止につながる多文化尊重意識の啓発

の促進に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 54（142P）】 

►性的少数者の正しい理解促進のため、教育・啓発の推進を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 55（142

Ｐ）】 

⑥部落差別解消の推進 

►「部落差別の解消の推進に関する法律」制定の背景や趣旨を全ての市民が理解し、部

落差別が解消できるよう教育・啓発の推進を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 56（142P）】 

⑦平和行政の推進 

►戦争による人権侵害を二度と引き起こさないよう、戦争の悲惨さと平和の尊さを次世

代に伝えていくため、市民や関係団体と協力しながら、平和行政の推進を図ります。 
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（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「人権教育、啓発活動など人権

尊重に関する取組」に対する市

民満足度 

68.2％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

各種団体等が実施する研修会の

参加人数 2,236人 2,460人 
各種団体等が自主的に開

催した研修会の参加人数 

人権に関する講演会等に参加

し、人権の大切さを理解した人の

割合 

56.1％ 

（2014年度） 

 
人権・同和問題意識調査

の結果による 

隣保館の利用者数 
7,622人 8,000人 

1 年間に隣保館を利用した

人数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・個人を尊重し相手の立場になって人と接しましょう。 

・基本的人権を尊重し、自ら人権意識の高揚に努めましょう。 

・事業者は、事業所内での人権啓発を実践し、雇用や待遇による差別をなくしましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・人権教育・啓発に関する基本指針 
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施策26  男女共同参画社会の実現 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○性別に関わらず、あらゆる分野で個性と能力が十分に発揮できる男女共同参画社会

の実現は、暮らしやすく、活力ある社会づくりにおいて重要です。 

○近年では、女性活躍推進法の成立を受け、事業所等において、女性にとっても男性

にとっても働きやすい職場環境を整備し、女性の活躍の場を充実させるための取組

が進められています。 

○男女共同参画社会の形成に向けて、性別役割分担意識や、男女の能力・適性に関す

る固定的な見方、様々な社会制度・慣行等の見直しが必要です。 

○地域、家庭、学校、職場など、あらゆる場面において男女共同参画社会を実現させ

るための意識啓発やワーク・ライフ・バランスの推進、ＤＶなどの女性に対する暴

力の根絶などに対応した取組が求められています。 

 

目指す姿 
 

●男女ともに個人として尊重され、性別に関わりなく個性と能力を発揮できる男女共

同参画社会の実現を目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①男女共同参画の意識づくり 

►地域、家庭、学校、職場など、あらゆる場面において男女共同参画の意識づくりを進

めるため、生涯を通じた様々な段階での学習機会や情報提供の充実を図ります。 

②女性活躍の推進 

►各種審議会※などへの女性の積極的な登用や、市政をはじめ、企業や団体における女

性の参画拡大の働きかけにより、政策・方針決定の過程における女性参画の推進を図

ります。 

►行政、民間が連携して、働き方改革に向けた機運を醸成するとともに、働く場におけ

るワーク・ライフ・バランスや女性活躍の視点も踏まえた企業の取組を支援します。

【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 57（142P）】 

►働きたい女性が能力を発揮し、いきいきと働けるよう、女性の就職・就労のための支

援を充実させるとともに、企業などにおける男女雇用機会均等対策の推進を図ります。  

※審議会：本市において設置されている審議会などのことで、地方自治法第 180 条の５に規定する委員会などと同法第 202 条の３に規定す

る附属機関のこと 
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③配偶者などからの暴力の根絶 

►ＤＶやセクシュアル・ハラスメントなど、あらゆる暴力を許さない意識を社会全体で

共有するため、様々な機会を通じて年齢層に合わせた広報を行うとともに、女性相談

窓口の周知・啓発に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 58（142P）】 

►ＤＶ被害者の早期発見のため、地域の人や、被害者を発見する可能性が高い市職員の

意識を高めるよう努めます。 

►ＤＶ被害者については、被害者の安全確保を最優先に考えるとともに、関係各課・機

関の連携のもと、被害者の自立支援に取り組みます。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「男女が共に活躍するための啓

発や支援に関する取組」に対す

る市民満足度 

64.6％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

市役所における女性管理職の割

合 18.6％ 25.0％ 
一般事務職を対象とした数

値 

審議会等委員の女性登用率 

35.2％ 40.0％ 

市が設置する審議会等の

委員のうち女性委員の占め

る割合 

女性のいない審議会等の数 

３ ０ 

市が設置する審議会等のう

ち女性委員のいない審議会

等の数 

ＤＶ相談窓口として「丸亀市女性

相談」を知っている人の割合 
19.1％ 

（2015年度） 

50.0％ 

（2020年度） 

男女共同参画に関する市

民アンケート結果による 

ワーク・ライフ・バランス推進のた

めの取組について「特に何も行っ

ていない」と回答した企業の割合 

18.5％ 

（2015年度） 

0.0％ 

（2020年度） 

男女共同参画に関する企

業アンケート結果による 

市内企業に勤める男性従業員の

育児休業取得率 
3.2％ 

（2015年度） 

15.0％ 

（2020年度） 

男女共同参画に関する企

業アンケート結果による 

 
 
 
 

  

※ＤV：ドメスティック・バイオレンス（英: Domestic Violence）とは、同居関係にある配偶者や内縁関係の間で起こる家庭内暴力のこと 
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（４） 市民と共にまちづくり 

・男女が共に社会の対等なパートナーとして互いの人権を尊重し、家庭・職場・学校・地

域などのあらゆる分野において男女共同参画の推進に努めましょう。 

・仕事と家庭の時間・自分の時間のバランスを保ちましょう。 

・職場で男女が対等に参画できる機会を確保するとともに、職場と家庭・地域などの活動

を両立できる環境を整えましょう。（事業所） 

 

（５） 関連する個別計画 

・男女共同参画プラン 

・特定事業主行動計画 
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施策27  情報発信と地域情報化 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○広聴・広報活動を通じて市民と行政の情報を共有することや、市民とのコミュニケ

ーション機能を充実するうえで、市のホームページやＳＮＳを活用し、多様なニー

ズに対応した情報発信が求められています。 

○インターネットの普及により、市民が触れる情報量が増えており、情報化に対応し

た人材の育成や情報セキュリティ対策の必要性が求められています。 

 

目指す姿 
 

●多様な情報発信手段を利用し、市民とのコミュニケーションや本市の魅力の発信手

段として広報活動等を展開するとともに、情報化に対応した取組を推進します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①ニーズに応える情報発信 

►「広報丸亀」については、これまで以上に市民に見やすい、読みやすい、分かりやす

い紙面づくりを心掛けるとともに、社会や地域の状況に沿ったニーズの高い情報の提

供に努めます。 

►ホームページでの情報発信をさらに充実させるとともに、ＳＮＳ等の新たな情報ツー

ルを効果的に活用することで、あらゆる世代に必要な情報をタイムリーに届け、市の

取組の共有とシティセールス推進を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 60（143P）】 

►ホームページのアクセシビリティなど情報提供手法の工夫により、全ての市民にとっ

てやさしい情報発信に努めます。 

►情報公開制度については、市の保有する情報が市民の財産であることを踏まえ、積極

的な情報公開の推進と市民への情報提供の充実に努めます。 

②丸亀応援サポーターを広く募る 

►ふるさと納税については、丸亀市を応援していただけるよう創意工夫し、納税額の維

持、増加を図ります。 

►企業版ふるさと納税については、企業と協働した取組が可能となるよう、丸亀市の行

政課題の解決につながる地方創生プロジェクトの検討を進めます。 
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③情報化に対応した人材の育成 

►情報化社会に対応する情報処理能力の向上に向け、e-ラーニング※を活用した情報通

信技術や情報セキュリティに関する教育・研修を推進するとともに、個人情報保護に

対する職員の意識高揚を図ります。 

④情報セキュリティ対策の強化とバックアップ 

►各種サービスを安全かつ円滑に提供するため、情報セキュリティ対策の強化を図りま

す。 

►緊急時などの行政機能の維持のため、バックアップ体制を強化し、業務の継続性を確

保します。 

⑤電子自治体の構築推進 

►既存の各種システムの維持・充実に努め、事務処理の迅速化・効率化を図ります。 

►マイナンバー制度を利用した情報連携を推進し、行政の効率化と市民の負担軽減を図

ります。 

⑥適切な行政文書管理の推進 

►歴史的公文書をはじめ行政文書の適切な保存・管理を徹底し、情報公開の請求など、

市民の要望に速やかに応える体制づくりを進めます。 
 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「行政による広報活動、情報公

開、個人情報保護に関する取

組」に対する市民満足度 

62.8％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

市ホームページへのアクセス件

数 104万件 115万件 
1年間に市ホームページに

アクセスされた件数 

職員の情報セキュリティ研修参

加者数 
152人 300人 

1年間に情報セキュリティ研

修に参加した職員数 
 

（４） 市民と共にまちづくり 

・市政に深い関心を持ち、広報紙、ホームページ、ケーブルテレビなどを通じて市政に関

する情報を積極的に取り入れるとともに、情報の活用に努めましょう。 
 

（５） 関連する個別計画 

  

※ｅ-ラーニング：情報技術を用いて行う学習（学び）のこと 
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施策28  市民参画と協働の推進 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○行政課題が複雑化・多様化するなか、これからのまちづくりを推進するうえでは、

市民との協働による取組により暮らしやすい地域づくりを推進することが重要と

なっています。 

○市民参画と協働の推進においては、関係団体等との連携による市民の意識の向上と

ともに、市民がまちづくりに参画する仕組みをつくり、協働の機運を高めることが

重要です。 

 

目指す姿 
 

●まちづくりへの市民参画を推進し、市民と行政が地域の課題解決に向けて互いを理

解・尊重し合い、普段からまちづくりに参加できる機会を創出しながら、「協働の

まちづくり」を目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①まちづくりの参加機会の確保 

►各種審議会等における市民の参画や、ワークショップなど多様な参加機会の提供や、

市民がまちづくりに参加しやすいしくみづくりを推進します。 

►自治基本条例に基づき、市民生活に影響の大きい政策や計画については、パブリック

コメント※や市民アンケートなどを用いて、多様な市民意見の把握と市政への反映に

努めます。 

②協働事業の推進 

►地域の課題の解決やまちの活性化などに、市民の意欲や実行力を活かせるよう、市民

と行政が対等な立場で、補完し合いながら取り組む協働事業を推進します。 

►ＮＰＯ法人、ボランティア、事業所等による公益活動の活性化に向け、情報提供や相

談支援の充実を図ります。 

  

※パブリックコメント：公的な機関が条例や計画などの類のものを制定しようとするときに、広く公に（=パブリック）、意見・情報・改善案

など（=コメント）を求める手続のこと 
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③市民活動の活性化 

►市民活動の活性化のため、ネットワークの構築や市民活動団体などの自立化を支援す

るとともに、新しい市民活動やまちづくりへの参加が促されるよう、積極的な情報提

供に努めます。 

►市民活動に対する市民の関心を深め、活動を担うリーダーの養成講座や研修会を開催

するとともに、新たな担い手の育成に努めます。 

④市民活動基盤の整備 

►新庁舎と複合的に整備する「市民交流活動センター」については、市民や市民活動団

体のニーズを把握しながら、機能や運営のあり方の検討を進めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 61

（143P）】 

►市民活動をさらに支援するため、市民や市民活動団体などまちづくりに関わる各主体

が相互に情報交換・共有できる環境の整備や、相談できる体制など、活動基盤を整備

します。 

 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「まちづくりや行政への市民参画

に関する取組」に対する市民満

足度 

63.1％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

丸亀市自治基本条例を知ってい

る市民の割合 36.7％ 
 

（2020年度） 

自治推進に関する市民アン

ケートの結果による 

ネットワークに登録した市民活動

団体数 
78団体 85団体 

情報発信ネットワークに登

録した市民活動団体数 

ＮＰＯ法人認証数 
41団体 50団体 

市内に主たる事務所を置く

NPO法人の数 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・地域の活性化のための市民活動に進んで参加しましょう。 

・地域での活動の充実のために、市民活動団体相互の連携を図りましょう。 

（５） 関連する個別計画 

・協働実行計画  
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施策29  地域コミュニティの活性化 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○少子高齢化の進行や社会関係の希薄化等により、地域活動の担い手の減少、自治会

加入率の低下など、地域力の低下が問題となっています。 

○地域活動の担い手の高齢化や後継者不足、協力・参加意識の低下等の諸問題に対し、

地域コミュニティの取組を中心に、地域における市民参加・協働の促進、意識向上

を図るとともに、多様な主体と連携した地域活動の活性化が必要です。 

○各コミュニティではまちづくり計画を策定し、地域特性に応じたまちづくりが進め

られており、今後もこうした取組に対する支援が求められています。 

 

目指す姿 
 

●コミュニティのまちづくり計画に沿った事業を支援し、特色あるまちづくりと地域

コミュニティの活性化を目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①コミュニティ活動の活性化支援 

►安心して心豊かに暮らすことのできる地域社会が、地域住民の自主的活動によって形

成されることを目指し、それぞれのコミュニティのまちづくり計画に沿って、特色を

生かした地域づくりが実現できるよう支援します。 

►地域の連帯感が低下するなかで、共に助け合う社会の確立を目指し、コミュニティ活

動の活性化を支援するとともに、連合自治会とも協力しながら、地域活動の基本単位

である自治会の加入促進に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 62（143P）】 

►市と地域の橋渡し役である地域担当職員が、地域とのより良い関係を築いていけるよ

う、引き続き役割やあり方について検討し、充実に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 63（143P）】 

②コミュニティセンターの整備 

►地域活動の拠点となるコミュニティセンターについて、計画的な整備を進めます。【重

点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 64（144P）】 
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（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

「地域住民によるコミュニティ活

動の支援に関する取組」に対する

市民満足度 

68.5％ 

（2015年度） 

 

（2020年度） 

総合計画策定に係る市民

アンケート結果による 

コミュニティセンターの利用者数 
261,670人 287,000人 

1年間にコミュニティセンタ

ーを利用した人数 

まちづくり補助金の活用地区数 

14地区 17地区 

各地区コミュニティにおい

て、まちづくり計画に基づ

き、補助金を活用した地区

数 

自治会加入率 53.5％ 

（2017年 12月 1日） 

60.0％ 

（2022年 4月 1日） 

自治会加入率 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・地域社会の一員としてまちづくりに関わり、お互い助け合い、地域の活動や行事に積極

的に参加しましょう。 

・自治会に進んで加入しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 
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施策30  財政運営の効率化 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○合併特例債など市債の償還が本格化するとともに、人口減少や少子高齢化の進行等

を背景に、税収の減少や社会保障関連費用の増大が予測され、今後も厳しい財政状

況が見込まれます。 

○新たな行政課題に対応しつつ、長期的に安定した市民サービスを提供するためには、

健全な財政を維持していくことが必要です。 

○社会経済情勢の把握等、経営的な視点に立ち、選択と集中による効果的かつ効率的

な行財政運営が求められています。 

 

目指す姿 
 

●健全な財政を維持していくため、市税をはじめ、様々な財源確保策に取り組み、歳

出面では、選択と集中による効果的かつ効率的な事業展開と、持続可能な行財政運

営を目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①説明責任を果たせる予算編成 

►公債費のピークや社会保障費の増大など財政的な制約を踏まえたうえで、社会情勢や

時代のニーズに応じて事業の見直しを図りながら、説明責任を果たせる予算の効果的

な配分に努めます。 

②健全な財政運営 

►毎年度、財政状況の分析・公表を行うとともに、中長期的な財政の見通しを示す中期

財政フレームを策定し、社会情勢の変化に対応しながら、常に見直していくことで、

将来を見据えた財政運営に努めます。 
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③歳入の確保 

►公平で適正な課税に努めるとともに、市税の徴収率の向上に取り組むことで、税収の

安定的な確保を図ります。 

►税外債権の適正管理や受益者負担の原則に基づく使用料・手数料の見直し、未利用財

産の売り払いなど歳入を増加させるための取組を推進することで、自主財源の確保に

努めます。 

►合併特例債など市債償還の本格化や、大手町地区周辺公共施設再編事業などに対応す

るため、計画的で効果的な基金の効果的活用に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 65（144P）】 

④モーターボート競走事業の安定経営 

►ファン層の高齢化や他場との競争激化などモーターボート競走事業を取り巻く環境

が変化するなか、将来にわたって継続可能な事業として展開していくための経営改善

を進め、市財政に寄与する安定的な収益の確保を図ります。 

►ボートレース場が市民にも身近な場所として感じてもらえるよう、レース以外のイベ

ント等を充実し、若者・女性・シルバー世代を中心とした来場を促進するとともに、

インバウンド対策についても強化し、本場の活性化を図ります。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ52（141P）】 
 

（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

経常収支比率※ 
89.5％ 97.5％ 

97.5％を超えないことを目

標に設定 

市税徴収率 
96.21％ 97％ 

市税のうち国民健康保険

税を除いた数値 

モーターボート競走事業収益率 

105.63％ 105％ 

モーターボート競走事業に

おける営業による収益費

用の比率 
 

（４） 市民と共にまちづくり 

・市の行財政への関心を持ちましょう。 

・どのような税があるのか関心を持ちましょう。 

・納税義務を果たしましょう。 
 

（５） 関連する個別計画 

・中期財政フレーム  

※経常収支比率：人件費・扶助費・公債費などの経常的経費に地方税・普通交付税などを中心とする経常的一般財源がどの程度充当されてい

るかを表す比率のこと 
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施策31  行政運営の最適化 
 

（１） 現状・課題 

現状・課題 

○人口減少や少子高齢化の進行、市民ニーズの多様化・高度化、地方分権など市を取

り巻く環境の変化に対応し、自らの責任と判断で、地域の実情に応じた行政運営を

行うことが求められています。 

○市民をはじめ、団体、事業所等との連携・協働によるまちづくりを目指し、新たな

行政課題に対応する職員一人ひとりの資質・能力の向上を図ることが重要です。 

○多様化する行政課題や市民ニーズに対応に向け、職員の意識改革はもちろんのこと、

市民に柔軟に対応できる組織機構のあり方を検討する必要があります。 

 

目指す姿 
 

●職員の資質向上を図りながら、計画的・効率的な行政運営に努め、多様化する行政

課題や市民ニーズに対応したまちづくりを目指します。 

 
 

（２） 施策の展開 

①組織機構の最適化 

►新たな行政需要や複雑多様化する市民ニーズに、的確かつ迅速に対応していくために、

組織機構のあり方を常に検討し、行政課題に柔軟に対応できる体制を整えます。 

②定員管理の適正化と人材育成 

►より良い行政サービスの提供の観点を持ちつつ、業務量に見合う職員数を把握し、事

務事業の見直しや民間活力の活用などを行ったうえで、計画的に定員の適正化を図り

ます。 

►職員一人ひとりの能力が十分に引き出されるよう、適正な配置や登用に努め、効率的

な組織体制づくりを目指します。 

►多様化する市民ニーズの変化に柔軟かつ的確に対応できる職員を育成するために「人

材育成基本方針」に基づき、職員研修などを充実させ、総合的な人材育成に努めます。 
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③窓口サービスの充実 

►市民と接する窓口では、親切丁寧な接遇を心掛けるとともに、利便性の向上やサービ

スの充実を図ることで、市民満足度の高い市役所を目指します。 

►新庁舎移転にあたっては、窓口サービスに混乱が生じることのないよう計画的に準備

を進めるとともに、市民の利便性を高める窓口体制の構築を図ります。 

④多様な主体との連携の強化 

►四国職業能力開発大学校をはじめ、地元の大学など高等教育機関や、民間企業、「産

学官金労言士」と言われる多様な関係者や専門家との連携を推進し、人口減少対策や

地域経済の活性化をはじめ、複雑・多様化する行政課題の解決と、地方創生のまちづ

くりの推進を図ります。 

⑤定住自立圏構想の推進 

►定住自立圏構想※については、「集約とネットワーク」の考え方に基づいて近隣市町と

互いに役割分担・連携し、「瀬戸内中讃定住自立圏共生ビジョン」に沿った取組を推

進し、広域的な視点から地域全体の魅力アップに努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 66（144P）】 

►中讃広域行政事務組合で実施する各種事業については、構成市町と共同で行政サービ

スの向上と事務の効率化を図ります。 

⑥行政改革の推進 

►少子高齢化や人口減少等により、公共施設等の利用に変化が予想されるなか、施設の

最適配置や長寿命化を図りながら、持続可能な公共施設の管理に努めます。【重点ﾌﾟﾛｼﾞ

ｪｸﾄ 67（144P）】 

►限られた財源を効果的に活用し、市民サービスの向上につなげるため、「行政改革プ

ラン」に基づく取組を推進します。【重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 68（144P）】 

⑦行政サイクルの確立 

►行政評価を活用して、まちづくりの指針となる「総合計画」の着実な進行管理を行う

とともに、その結果をわかりやすく公表することで、市民と行政がまちづくりの現状

と課題を共有できるよう努めます。 

►ＰＤＣＡの行政サイクルを確立し、常に施策や事務事業の見直しや再編を図ることで、

効率的な行政運営を目指します。  

※定住自立圏構想：一定の要件を満たす市が地域の中心的役割を担うことを宣言（中心市宣言）することによって中心市となり、中心市の意

向に賛同する近隣の市町村との協定により一つの圏域を形成し、相互に連携しながら圏域全体の発展をめざすもの 
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（３） 成果指標 

 

達成度を測るための指標 
基準値 

2016年度 
（平成 28年度） 

目標値 
2021年度 

指標の説明 

市役所の職員数 

942人 
別途策定する

計画の数値 

職員数は、一部事務組合

などへの派遣職員を除く、

当該年度の４月１日現在の

数 

窓口サービスの市民満足度 55.2％ 

（平成 24年度） 

 窓口アンケートの結果によ

る 

階層別研修及び専門研修の受

講者割合 
36.7％ 40.0％ 

１年間に職員が研修受講し

た割合 

 

（４） 市民と共にまちづくり 

・行政運営への関心を持ち、行政とまちづくりの現状と課題を共有しましょう。 

 

（５） 関連する個別計画 

・定員適正化計画 

・公共施設等総合管理計画 

・行政改革プラン 

・人口ビジョン・未来を築く総合戦略 

・瀬戸内中讃定住自立圏共生ビジョン 
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重点的取組 
 

（１） 重点的取組の設定 

丸亀市は、これまで一貫して人口が増加してきましたが、近年では、少子高齢化の影響

を受け、人口減少時代を迎えています。 

将来人口の推計では、今後ますます少子高齢化が進行することに合わせて、地方から都

会への人口流出などを背景に、今のままでは、現在の人口規模を維持していくことが困難

な状況となっています。 

第一次計画を終え、さらなる人口減少対策の必要性、そして、人口減少がもたらす地域

のつながりの希薄化、公共施設のあり方などの課題がでています。 

そこで、本計画では、定住を促進し、現在の丸亀市の人口を可能な限り維持することを

目標に、今後４年間で取り組むべき重点的取組を設定します。 

 

（２） 重点的取組の方向性 

 

■基本方針ごとに対応した重点的取組 

基本方針 重点的取組 

心豊かな子どもが育つ １ 「子育てするなら丸亀」の実現を目指す 

２ 地域とともに子どもたちを育てる 

安心して暮らせる 

 

３ 快適な生活基盤を整える 

４ 災害に強いまちをつくる 

活力みなぎる 

 

５ 地元で働く喜びを生む 

６ 企業のチャレンジを応援する 

健康に暮らせる ７ 市民の健康づくりを応援する 

８ いつまでも住み慣れた地域で暮らす 

みんなでつくる 

 

９ みんなに誇れるまちをつくる 

10 すべての人々の人権が尊重される 

11 多様な主体との協働と行政改革を推進する 
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重点的取組１  「子育てするなら丸亀」の実現を目指す 

 

結婚から妊娠・出産を経て子育てまでの切れ目のない支援を行うことで、次代を担

う子どもたちを安心して生み、健やかに育てることができる環境を整備し、「子育て

するなら丸亀」の実現を目指します。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト１ 

私的待機児童の解消 

○幼稚園・保育所のこども園への移行や施設整備による受入

れ拡大のほか、私立保育園等への支援などにより、私的待

機児童の解消を図ります。 

⇒【42Ｐ 施策１子育て支援の充実 ②】 

プロジェクト２ 

一時預かり事業の実施 

○公立の幼稚園や認定こども園において、一時預かり事業を

実施します。 

⇒【42Ｐ 施策１子育て支援の充実 ②】 

プロジェクト３ 

病児・病後児保育等の充実 

○ファミリー・サポート・センター事業や、病児・病後児保

育など、子どもを安心して育てられる支援制度の充実を図

ります。 

⇒【43Ｐ 施策１子育て支援の充実 ③】 

プロジェクト４ 

青い鳥教室の充実 

○青い鳥教室では、支援員の研修の充実等による資質の向上

と、安全安心な教室環境の整備に努めます。 

⇒【43Ｐ 施策１子育て支援の充実 ④】 

プロジェクト５ 

幼児教育費の無償化 

○国の幼児教育費無償化の動向を注視しながら、本市にとっ

て望ましい幼児教育費のあり方を決めます。 

⇒【43Ｐ 施策１子育て支援の充実 ⑤】 

プロジェクト６ 

まる育サポートの充実 

○子育て家庭の相談全般から専門的な相談対応等を行う「あ

だぁじお」と、「ハッピーサポート丸亀」の連携した取組に

よる「まる育サポート」を中心とした支援に努めます。 

⇒【43Ｐ 施策１子育て支援の充実 ⑥】 

プロジェクト７ 

 発達障がい児支援の充実 

○ＮＰＯ法人等との協働のもと、発達障がい児の成長を支え、

適切な教育・保育を受けられるよう支援します。 

⇒【43Ｐ 施策１子育て支援の充実 ⑥】 
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事業名 事業内容 

プロジェクト８ 

ＤＶ及び児童虐待防止の推進 

○ＤＶや児童虐待の恐れのある家庭への相談や支援の充実を

通して、ＤＶ及び児童虐待防止の取組を強化します。 

⇒【43Ｐ 施策１子育て支援の充実 ⑦】 

プロジェクト９ 

子どもの貧困対策の推進 

○子どもの貧困対策のために必要な事業について、関係部局

が連携しながら推進します。 

⇒【43Ｐ 施策１子育て支援の充実 ⑧】 

プロジェクト 41（★再掲） 

小児生活習慣病対策の推進  

※重点的取組 7でも取り組みます。 

○すべての子どもが健やかに育つよう、子どもの頃からの健

全な食生活や運動習慣の確立に向けた取組を推進します。 

⇒【89Ｐ 施策 17地域保健・医療の充実 ③】 
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重点的取組２  地域とともに子どもたちを育てる 

 

ライフスタイルの変化等により、核家族化が進み、地域のつながりの希薄化が顕著

となるなかで、親同士の支え合い、学び合いと子ども同士の遊びが生まれる環境づく

りが重要です。 

また、子ども、親同士にとどまらず、地域における様々な世代の人々とのつながり

など、家庭や地域との連携による教育力の向上に取り組み、丸亀市の将来を担う子ど

もたちを育てます。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 10 

小中・地域連携教育の推進 

○小中・地域連携教育の推進に向けて、学校と地域の橋渡し

役を担う地域コーディネーターを育成し、相互の連携や、

学校支援ボランティアの活用など、地域全体で子どもを育

てる気運の醸成と、地域の力を結集して子どもを育てる環

境づくりを進めます。 

⇒【46Ｐ 施策 2子どもの教育の充実 ③】 

プロジェクト 11 

学校給食による食育の充実 

○学校給食を生きた教材として、地産地消の推進と食文化の

継承に取り組むなど、子どもたちの望ましい食習慣の形成

と食に関する理解の促進に努めます。 

⇒【46Ｐ 施策 2子どもの教育の充実 ⑤】 

プロジェクト 12 

教職員の勤務環境の整備 

○子どもたちと向き合う時間を確保するために、統合型校務

支援システムや教育クラウドなどを活用した教育の情報化

や、業務内容の見直しなどを進め、教職員の勤務環境の整

備に努めます。 

⇒【47Ｐ 施策 2子どもの教育の充実 ⑧】 

プロジェクト 13（★再掲） 

身近な公園の整備 

※重点的取組 3でも取り組みます。 

○子どもたちがいつでものびのびと遊べるような、地域にお

ける身近な公園の適切な維持管理や整備充実に努めます。 

⇒【55Ｐ 施策 5緑のまちづくりの推進 ②】 
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重点的取組３  快適な生活基盤を整える 

 

幹線道路等の整備や地域の交通対策を推進するとともに、公共施設の老朽化や増加

しつつある空家対策、下水道施設の維持管理等に取り組み、安全で安心な住みよいま

ちづくりを推進します。 

生活を支える基盤整備を進め、安心して快適に暮らすことができる地域づくりの推

進と、地域活力の向上を図ります。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 13 

身近な公園の整備         

○子どもたちがいつでものびのびと遊べるような、地域にお

ける身近な公園の適切な維持管理や整備充実に努めます。 

⇒【55Ｐ 施策 5緑のまちづくりの推進 ②】 

プロジェクト 14 

リノベーションまちづくりの推進 

○民間主導型の公民連携であるリノベーションまちづくりを

推進することにより、遊休不動産を活用した都市課題の解

決を実現するとともに、まちづくりに対する意識の転換を

促し、まちを素敵に変えていきます。 

⇒【57Ｐ 施策 6土地利用と住環境の充実 ②】 

プロジェクト 15 

御供所地区重点密集市街地 

の解消 

○御供所地区における重点密集市街地について、国が住生活

基本計画で定めた目標である 2020 年度までの解消に向け

た取組を進めます。 

⇒【57Ｐ 施策 6土地利用と住環境の充実 ②】 

プロジェクト 16 

大手町地区４街区の再編 

〇大手町地区４街区については、将来にわたる本市の拠点地

域として、まちの発展、新たな魅力向上につなげるため、

国の都市再生整備計画事業を活用するなど、エリアの再編

を図ります。 

⇒【57Ｐ 施策 6土地利用と住環境の充実 ②】 

プロジェクト 17 

空家対策の強化 

○老朽危険空家の除却を進め、安心して快適に暮らせる生活

環境の形成を目指します。 

⇒【58Ｐ 施策 6土地利用と住環境の充実 ⑤】 

プロジェクト 18 

コミュニティバスの充実 

○高齢社会を迎えるなかで、コミュニティバスの効率的な運

行と利用環境の一層の向上、利用推進のための情報提供を

図り、市民生活に身近で不可欠な交通手段としてコミュニ

ティバスの利用を促進します。 

⇒【60Ｐ 施策 7公共交通の充実と離島振興 ②】 
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事業名 事業内容 

プロジェクト 19 

離島における生活環境の向上 

〇島しょ部における超高速ブロードバンドや公衆無線ＬＡＮ

サービス等の整備と合わせて島の魅力を発信することで、

島民の生活環境の向上と、島への交流人口や移住の促進を

図ります。 

⇒【61Ｐ 施策 7公共交通の充実と離島振興 ③】 

プロジェクト 20 

主要幹線道路の整備 

○「市道原田金倉線」や「市道西土器南北線」などの重要路

線を優先的に整備していくほか、国・県道の未改良区間の

早期整備、交差点や歩道の整備を要望し、交通の利便性を

確保します。 

⇒【62Ｐ 施策 8道路環境の整備 ①】 

プロジェクト 21 

「道路舗装単独修繕計画」 

の推進 

○生活の利便性と安全性を確保するため、道路舗装単独修繕

計画などに基づいた生活道路の適切な維持管理と計画的な

整備に取り組みます。 

⇒【62Ｐ 施策 8道路環境の整備 ②】 

プロジェクト 22 

「橋梁長寿命化計画」の推進 

○橋りょうの安全性を確保するため、長寿命化計画に基づい

た計画的な維持管理に取り組みます。 

⇒【62Ｐ 施策 8道路環境の整備 ②】 

プロジェクト 23 

新浄化センターの整備 

○耐震性能を備えた新浄化センターの整備により、地震など

の災害に強い、下水処理施設の機能維持を図ります。 

⇒【65Ｐ 施策 9生活排水処理施設の整備 ⑤】 

プロジェクト 24 

高齢者交通安全対策の推進 

○社会問題となっている高齢者の運転誤動作による事故への

対策として、運転免許証返納者への優遇制度の周知等を図

り、高齢者の運転免許証返納を促進します。 

⇒【73Ｐ 施策 13交通安全・生活安全の充実 ①】 
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重点的取組４  災害に強いまちをつくる 

 

東日本大震災をはじめとして、熊本地震や九州北部豪雨等の大規模災害が記憶に新

しい中、防災・減災の取組は、市民の生命を守るため、より一層重要な取組となって

います。 

南海トラフ地震や大規模な風水害などの災害の発生に備え、ハードとソフト両面で

の総合的な対策を計画的に進め、一人ひとりの命を守る、災害に強いまちづくりを推

進します。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 25 

新庁舎の整備 

○災害対応の拠点としての機能を備えた新庁舎の整備に取り

組むとともに、公共施設が災害時に機能を喪失することの

ないよう、計画的に耐震化を図ります。 

⇒【66Ｐ 施策 10災害に強い都市基盤の整備 ①】 

プロジェクト 26 

浸水被害対策の推進 

○大雨時の浸水被害を防ぐため、西汐入川周辺など被害の多

い箇所で浸水対策を行います。また、現在整備が進められ

ている土器川や大束川の河川改修の早期完成を図るため、

国、県に対し必要な要望を行います。 

⇒【66Ｐ 施策 10災害に強い都市基盤の整備 ④】 

プロジェクト 27 

自主防災組織の体制強化 

○自主防災組織に対しては、災害時の活動だけでなく、防災

知識の普及や防災訓練の実施などの平常時の活動も積極的

に行えるよう支援の充実に努めます。 

○自主防災組織の体制を強化するため、地域の実情に応じた

避難所運営マニュアルと地区防災計画の策定を支援しま

す。 

⇒【68Ｐ／69Ｐ 施策 11危機管理体制の強化 ①②】 
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重点的取組５  地元で働く喜びを生む 

 

丸亀で生まれ育ち、学んだ子どもたちが、地元で働くことにつながる取組を推進す

るとともに、職業能力の開発支援や労働環境の整備などにより、丸亀で働きたいと思

える環境づくりを促進するなど、戦略的に雇用の創出を図ります。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 28 

インターンシップの充実 

○インターンシップの受入れなど、農水産業における若者の

就業を促すための取組を推進します。 

〇企業インターンシップを推進するなど、企業の人材採用に

係る機会を充実します。 

⇒【78Ｐ／81Ｐ 施策 14農林水産業の振興 ①／15商工業の振興 ①】 

プロジェクト 29 

人材確保、育成の支援 

○持続可能な企業経営のため、若者だけでなく、女性や高齢

者など幅広い人材の確保、育成を支援します。 

⇒【81Ｐ 施策 15商工業の振興 ①】 

プロジェクト 30 

産業教育の充実 

○教育機関と地元企業が連携し、就労体験や交流など、産業

教育を推進することにより、子どもたちに市内企業の魅力

を伝え、将来的な地元就労につなげます。 

⇒【81Ｐ 施策 15商工業の振興 ①】 

プロジェクト 31 

多様な連携機会の充実 

○企業間連携はもとより、四国職業能力開発大学校など、産

学官金等の連携を推進することで、新たな取引関係の構築

や企業の経営・技術革新、地元就労を促進します。 

⇒【81Ｐ 施策 15商工業の振興 ②】 

プロジェクト 57（★再掲） 

ワーク・ライフ・バランスの推進 

※重点的取組 10でも取り組みます。 

○行政、民間が連携して、働き方改革に向けた機運を醸成す

るとともに、働く場におけるワーク・ライフ・バランスや

女性活躍の視点も踏まえた企業の取組を支援します。 

⇒【113Ｐ 施策 26男女共同参画社会の実現 ②】 
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重点的取組６  企業のチャレンジを応援する 

 

丸亀市における持続可能な経済の発展を図るため、地域資源の強みを生かした成長

産業の育成や企業の競争力強化、産業人材の育成等に取り組み、戦略的な産業の振興

を図ります。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 32 

６次産業化の支援 

○農産物の生産性向上を支援するとともに、6 次産業化の推

進など、農水産物の市場価値の増大を図ることで、農水産

業者の所得向上など経営の安定化や雇用の創出を図りま

す。 

⇒【78Ｐ 施策 14農林水産業の振興 ③】 

プロジェクト 33 

地域産品の販路拡充支援 

○農産物の生産・加工・流通の各段階でビジネスマッチング

を促進するほか、地域内のみならず、海外展開など地域外

市場も含めた、幅広い販路開拓を支援します。 

〇モデル的な取組を展開するなど、地元で頑張る個店を積極

的に支援し、顧客の獲得などにつなげるとともに、地域商

社等を活用した販路拡充支援を行い、地域に根ざした事業

者の育成を図ります。 

⇒【79Ｐ／82P 施策 14農林水産業の振興 ④／ 

施策 15商工業の振興 ⑦】 

プロジェクト 34 

経営革新・技術革新等の促進 

○中小企業ガイドブックを活用し、産業振興支援補助事業の

利用を促進するなど、企業の経営・技術革新を支援すると

ともに、企業からの相談については、ワンストップで対応

できるよう、関係機関と連携しながら支援体制の充実に努

めます。 

⇒【82Ｐ 施策 15商工業の振興 ③】 

プロジェクト 35 

企業立地の促進 

○市の企業立地促進奨励制度等や、県の優遇制度の情報提供

により、新たな企業の誘致を図るとともに、事業拡大の支

援などに取り組みます。 

⇒【82Ｐ 施策 15商工業の振興 ③】 
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事業名 事業内容 

プロジェクト 36 

創業・第二創業の支援 

○「丸亀市創業支援事業計画」に基づき、地域の経済団体や

金融機関など関係機関と連携しながら、丸亀で創業をチャ

レンジする事業者や、新たな事業の展開を図る市内企業の

第二創業に対する支援を推進します。 

⇒【82Ｐ 施策 15商工業の振興 ④】 

プロジェクト 37 

地場・伝統産業の振興 

○丸亀うちわの市場拡大に向けて、2020 東京オリンピック・

パラリンピック等の機会を最大限に活かし、環境にやさし

く、宣材機能も合わせ持つ丸亀うちわの魅力を伝え、イン

バウンド向けのＰＲや、海外も含めた販路拡大を目指しま

す。 

⇒【82Ｐ 施策 15商工業の振興 ⑤】 

プロジェクト 38 

中心市街地の活性化 

○駅前の中心市街地の活性化に向けて、商業者だけでなく、

市民やＮＰＯ法人など多様な主体と協働し、リノベーショ

ンまちづくりとの連携など、にぎわいを取り戻すための取

組を推進します。 

⇒【82Ｐ 施策 15商工業の振興 ⑥】 

プロジェクト 39 

丸亀版ＤＭＯ※の推進 

○観光客の増加を、丸亀市の持続的な経済発展に着実につな

げられるよう、観光協会や観光業界と連携した推進体制の

構築を図ります。 

⇒【85Ｐ 施策 16観光・交流の促進 ③】 

 

 

 

  

※ＤＭＯ：地域の「稼ぐ力」を引き出すとともに地域への誇りと愛着を醸成する「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの舵取り役と

して、多様な関係者と協同しならが、明確なコンセプトに基づいた観光地域づくりを実現するための戦略を策定するとともに、戦

略を着実に実施するための調整機能を備えた法人のこと 
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重点的取組７  市民の健康づくりを応援する 

 

糖尿病や小児生活習慣病など特徴的な課題に取り組むとともに、幅広い年齢層に対

する健康づくりを応援することで健康寿命の延伸を図り、市民の誰もが生涯にわたっ

て健やかに暮らせるまちを目指します。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 40 

糖尿病等予防対策の推進 

○喫緊の課題となっている糖尿病の発症予防については、特

定健康診査受診率の向上を図るとともに、適切な保健指導

に取り組みます。 

○医療費の抑制と、国民健康保険事業の安定化を図るため、

データヘルス計画に基づく健康・医療情報の分析結果から、

糖尿病性腎症重症化予防など実効性ある生活習慣病予防対

策を推進します。 

⇒【88Ｐ／98Ｐ 施策 17地域保健・医療の充実 ②／ 

施策 20暮らしを支える福祉の充実 ③】 

プロジェクト 41 

小児生活習慣病対策の推進 

○すべての子どもが健やかに育つよう、子どもの頃からの健

全な食生活や運動習慣の確立に向けた取組を推進します。 

⇒【89Ｐ 施策 17地域保健・医療の充実 ③】 

プロジェクト 42 

食育による健康増進の実現 

○全ての市民が、自分に合った食生活を実践し、健康増進が

図られるよう、食についての意識を高め、正しい食を選択

する力を身につけるための食育の推進を図ります。 

⇒【89Ｐ 施策 17地域保健・医療の充実 ⑤】 

プロジェクト 59（★再掲） 

健康につながるスポーツの推進

※重点的取組 11でも取り組みます。 

○スポーツが健康づくりに深い関わりを持つことを市民に啓

発し、関係部署やコミュニティ、企業とも連携しながらス

ポーツ活動への参加を促進します。 

⇒【107Ｐ 施策 24スポーツの振興 ①】 
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重点的取組８  いつまでも住み慣れた地域で暮らす 

 

丸亀市に住む高齢者ができるだけ長い間元気に過ごせるよう、介護予防の取組を推

進するとともに、医療・介護の連携体制を強化し、家族や地域で支え合いながら、住

み慣れたこのまちに、いつまでも安心して暮らせることを目指します。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 43 

医療・介護連携の推進 

○医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者に対して、在

宅医療と介護サービスを一体的に提供できるよう、丸亀市

地域包括ケアシステム推進協議会などにおいて、関係機関

と協力しながら、医療と介護の連携体制を構築します。 

⇒【91Ｐ 施策 18高齢者福祉の充実 ①】 

プロジェクト 44 

在宅老人福祉サービスの充実 

○独居高齢者のみならず、老老介護の増加も懸念されるなか

で、在宅で生活している高齢者が、できるだけ長い間元気

に生活できるよう、在宅福祉サービスの充実に努めます。 

⇒【92Ｐ 施策 18高齢者福祉の充実 ②】 

プロジェクト 45 

生活支援体制整備事業の推進 

○地域支援事業における「生活支援体制整備事業」を活用し、

地域において高齢者の日常生活を支える互助の体制整備を

図ります。 

⇒【92Ｐ 施策 18高齢者福祉の充実 ②】 

プロジェクト 46 

一般介護予防事業の充実 

○介護予防・日常生活支援総合事業への移行に伴い、全ての

高齢者に対して介護予防の啓発等を行う「一般介護予防事

業」に取り組みます。 

⇒【92Ｐ 施策 18高齢者福祉の充実 ④】 
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重点的取組９  みんなに誇れるまちをつくる 

 

丸亀市のシンボルである丸亀城、県内随一のスポーツ拠点である丸亀総合運動公園、

市の発展を支えてきたまるがめ競艇場など、丸亀特有の魅力を活用、充実しながら、

丸亀市を訪れる人やこれから住んでみたいと思う人たちに、誇れるまちを目指します。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 14（★再掲） 

リノベーションのまちづくり推進

※重点的取組 3でも取り組みます。 

○民間主導型の公民連携であるリノベーションまちづくりを

推進することにより、遊休不動産を活用した都市課題の解

決を実現するとともに、まちづくりに対する意識の転換を

促し、まちを素敵に変えていきます。 

⇒【57Ｐ 施策 5緑のまちづくりの推進 ②】 

プロジェクト 47 

丸亀城の石垣整備 

○丸亀城については、き損の著しい三の丸坤櫓跡石垣と、帯

曲輪石垣について、計画的な修理を進めます。また、修理

作業に合わせて、その過程を公開するなど、観光資源や学

習素材としての活用も図ります。 

⇒【100Ｐ 施策 21歴史的資源の保存と活用 ②】 

プロジェクト 48 

瀬戸内国際芸術祭との連携 

○瀬戸内国際芸術祭については、島しょ部にとどまらず、市

内各地に効果が波及するよう活用するとともに、近隣自治

体とも連携した回遊性の高い観光戦略により、交流人口の

増進を図ります。 

⇒【102Ｐ 施策 22文化芸術の振興 ①】 

プロジェクト 49 

新市民会館の整備 

○新丸亀市民会館の早期整備に向けて、整備予定地やコンセ

プト、運営方針など検討を進めます。 

⇒【103Ｐ 施策 22文化芸術の振興 ③】 

プロジェクト 50 

丸亀市総合運動公園の 

駐車場対策 

○丸亀市総合運動公園については、大規模大会時などにおけ

る駐車場不足の問題に対応するため、新たな駐車場対策を

進めます。 

⇒【108Ｐ 施策 24スポーツの振興 ④】 
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事業名 事業内容 

プロジェクト 51 

スポーツを通じた 

にぎわいづくりの推進 

○2020 東京オリンピック・パラリンピックの事前合宿をはじ

め、大規模大会やスポーツ合宿の誘致活動等を積極的に展

開するとともに、Ｊリーグや四国アイランドリーグ plus な

ど地域密着型スポーツの活用を促進し、スポーツを通じた

まちのにぎわいと地域活性化を図ります。 

⇒【109Ｐ 施策 24スポーツの振興 ⑤】 

プロジェクト 52 

ボートレースまるがめ 

本場の活性化 

○ボートレース場が市民にも身近な場所として感じてもらえ

るよう、レース以外のイベント等を充実し、若者・女性・

シルバー世代を中心とした来場を促進するとともに、イン

バウンド対策についても強化し、本場の活性化を図ります。 

⇒【123Ｐ 施策 30財政運営の効率化 ④】 

 

  



142 
 

重点的取組10  すべての人々の人権が尊重される 

 

誰もが自分らしく暮らすことのできる人権尊重・男女共同参画社会の実現に向けて、

性別役割分担意識の解消やワーク・ライフ・バランスの推進、また、国際理解の促進

や、新たな人権課題にも対応しながら、すべての人々の人権が尊重されるまちづくり

を目指します。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 53 

インターネットによる 

人権侵害対策 

○ＳＮＳやインターネット上における人権侵害について、正

しい理解や認識を深めるため、教育・啓発を通じて適切な

利用を推進します。 

⇒【111Ｐ 施策 25人権尊重社会の実現 ⑤】 

プロジェクト 54 

特定の国籍の外国人に対する

人権侵害対策 

○特定の国籍の外国人に対するヘイトスピーチ防止につなが

る多文化尊重意識の啓発の促進に努めます。 

⇒【111Ｐ 施策 25人権尊重社会の実現 ⑤】 

プロジェクト 55 

性的少数者の人権対策 

○性的少数者の正しい理解促進のため、教育・啓発の推進を

図ります。 

⇒【111Ｐ 施策 25人権尊重社会の実現 ⑤】 

プロジェクト 56 

部落差別解消の推進 

〇「部落差別の解消の推進に関する法律」制定の背景や趣旨

を全ての市民が理解し、部落差別が解消できるよう教育・

啓発の推進を図ります。 

⇒【111Ｐ 施策 25人権尊重社会の実現 ⑥】 

プロジェクト 57 

ワーク・ライフ・バランスの推進 

○行政、民間が連携して、働き方改革に向けた機運を醸成す

るとともに、働く場におけるワーク・ライフ・バランスや

女性活躍の視点も踏まえた企業の取組を支援します。 

⇒【113Ｐ 施策 26男女共同参画社会の実現 ②】 

プロジェクト 58 

ＤＶなどの根絶 

○ＤＶやセクシュアル・ハラスメントなど、あらゆる暴力を

許さない意識を社会全体で共有するため、様々な機会を通

じて年齢層に合わせた広報を行うとともに、女性相談窓口

の周知・啓発に努めます。 

⇒【114Ｐ 施策 26男女共同参画社会の実現 ③】 
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重点的取組11  多様な主体との協働と行政改革を推進する 

 

地方分権や行財政改革が進む中、「協働」はまちづくりにおいて重要なテーマの一

つとなっています。市民一人ひとりが持っている豊富な知識・経験・感性を市政やま

ちづくりに反映できるよう、「協働のまちづくり」を展開するため、多様な主体との

協働を推進します。 

また、新たな行政ニーズに対応しつつ、長期的に安定した市民サービスを提供する

ため、限られた財源を有効に活用できるよう、不断の行政改革に取り組みます。 

 

【重点プロジェクト】 

事業名 事業内容 

プロジェクト 59 

健康につながるスポーツの推進 

○スポーツが健康づくりに深い関わりを持つことを市民に啓

発し、関係部署やコミュニティ、企業とも連携しながらス

ポーツ活動への参加を促進します。 

⇒【107Ｐ 施策 24スポーツの振興 ①】 

プロジェクト 60 

多様な情報発信の充実 

○ホームページでの情報発信をさらに充実させるとともに、

ＳＮＳ等の新たな情報ツールを効果的に活用することで、

あらゆる世代に必要な情報をタイムリーに届け、市の取組

の共有とシティセールス推進を図ります。 

⇒【116Ｐ 施策 27情報発信と地域情報化 ①】 

プロジェクト 61 

市民活動基盤の整備 

○新庁舎と複合的に整備する「市民交流活動センター」につ

いては、市民や市民活動団体のニーズを把握しながら、機

能や運営のあり方の検討を進めます。 

⇒【119Ｐ 施策 28市民参画と協働の推進 ④】 

プロジェクト 62 

コミュニティ活動の活性化と 

自治会加入促進 

〇地域の連帯感が低下するなかで、共に助け合う社会の確立

を目指し、コミュニティ活動の活性化を支援するとともに、

連合自治会とも協力しながら、地域活動の基本単位である

自治会の加入促進に努めます。 

⇒【120Ｐ 施策 29地域コミュニティの活性化 ①】 

プロジェクト 63 

地域担当職員制度の充実 

○市と地域の橋渡し役である地域担当職員が、地域とのより

良い関係を築いていけるよう、引き続き役割やあり方につ

いて検討し、充実に努めます。 

⇒【120Ｐ 施策 29地域コミュニティの活性化 ①】 
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事業名 事業内容 

プロジェクト 64 

コミュニティセンターの整備 

○地域活動の拠点となるコミュニティセンターについて、計

画的な整備を進めます。 

⇒【120Ｐ 施策 29地域コミュニティの活性化 ②】 

プロジェクト 65 

基金の効果的活用と残高確保 

○合併特例債など市債償還の本格化や、大手町地区周辺公共

施設再編事業などに対応するため、計画的で効果的な基金

の活用に努めます。 

⇒【123Ｐ 施策 30財政運営の効率化 ③】 

プロジェクト 66 

定住自立圏共生ビジョンの推進 

○定住自立圏構想については、「集約とネットワーク」の考え

方に基づいて近隣市町と互いに役割分担・連携し、「瀬戸内

中讃定住人口圏共生ビジョン」に沿った取組を推進し、広

域的な視点から地域全体の魅力アップに努めます。 

⇒【125Ｐ 施策 31行政運営の最適化 ⑤】 

プロジェクト 67 

公共施設等総合管理計画 

の実践 

○少子高齢化や人口減少等により、公共施設等の利用に変化

が予想されるなか、施設の最適配置や長寿命化を図りなが

ら、持続可能な公共施設の管理に努めます。 

⇒【125Ｐ 施策 31行政運営の最適化 ⑥】 

プロジェクト 68 

行政改革プランの推進 

○限られた財源を効果的に活用し、市民サービスの向上につ

なげるため、「行政改革プラン」に基づく取組を推進します。 

⇒【125Ｐ 施策 31行政運営の最適化 ⑥】 
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第４部 計画の推進 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



146 
 

第１章 行政運営方針 
 

将来像の実現に向けて、基本計画を着実に推進するため、次のとおり行政運営の方針を定

めます。 

  

質の高い行政運営 

限られた財源を有効活用し、質の高い行政サービスの提供に努めます。また、職員そ

れぞれの行政運営に必要な基礎知識・専門知識を習得するための研修等を通じて職員の

能力開発と意識改革を促し、社会情勢の変化に柔軟に対応できる人材の育成に努めます。 

さらに、国の動向など時代に即応した対応がとれるよう、継続的に組織機構の見直し

を行い、機能的かつ効率的な組織体制の構築を図ります。 

 

公共施設の管理・運営 

学校、道路など公共施設の老朽化の状況や、今後の公共施設のあり方を検討するとと

もに、長期的視点に立った計画的改修や長寿命化等による財政負担の軽減を図り、また、

人口減少を踏まえた施設の将来需要や老朽度の判定、改修時の費用等を総合的に勘案し

た上で、施設の更新、統廃合など、公共施設等の最適な配置に努めます。 

 

ＩＣＴ等（情報通信技術）の利用検討 

ＩＣＴの有効活用により、市民の利便性の向上と業務の見直し及び効率化を図ります。

また、個人情報の保護を図りつつ、情報公開制度のさらなる充実を図り、公正で透明な

開かれた市政を推進します。 

 

広域行政の対応 

日常における市民の生活や活動が市域を超えて広域化していることから、新たな広域

行政サービスの展開など周辺自治体との連携を強化し、広域的視点に立った効率的な行

政運営を推進します。 
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第２章 協創と協働によるまちづくり 
 

地方分権が進展していくなか、自己決定・自己責任に基づく、特色ある自治体運営が求め

られており、こうした背景をもとに、まちづくりの基本的なルールとなる「丸亀市自治基本

条例」が定められました。自治基本条例では、市民・各種団体・市の役割や、市民の市政へ

の参加や協働の仕組みを定め、市民と行政がともにまちづくりを進めていくことの重要性を

伝えています。 

その後、「信頼で築く丸亀市さわやか協働推進条例」を制定し、市民、コミュニティ、市民

団体、事業者など、自主的で自立した多様な主体と市が対等な立場、よきパートナーとして、

ともに地域課題の解決に取り組んで行くことや、市民活動と協働の促進に関する具体的な事

項を定めました。 

これらの条例を踏まえつつ、第一次丸亀市総合計画では、「協創でつながるまち」をまちづ

くりの基本理念として掲げ、市民一人ひとりが主体となるまちづくりを進めてきました。 

本計画においても、第一次計画の考え方を引き継ぎながら、「協創と協働」の視点により、

まちづくりを推進します。 

 

まちづくりのキーワード 

まちづくりに関わるすべての人や団体が、協力してまちを創り上げる ＝ 協創 

 

まちづくりの手法 

立場の異なる者が同じ目標に向けて協力する ＝ 協働 

 

 協創には、次のようなものがあります。 

 

人と人の協創 

地域に住む一人ひとりが、自らの知恵や能力、技術を提供し合い、お互いに協力し、助け

合いながら、いきいきとした元気のあるまちを目指します。 

自然や歴史、まちの協創 

自然・歴史・文化・まちの賑わいなど各地域の財を生かし、それらをつなぎ交流を図るこ

とで、個性と魅力にあふれたまちを目指します。 

市民と行政の協創 

市民、地域コミュニティ、ＮＰＯなどと行政が、互いの役割と責任を自覚し、力を合わせ

て暮らしやすく快適なまちを目指します。 
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第３章 計画の進行管理 
 

本計画を着実に推進していくため、丸亀市では下記のＰＤＣＡサイクルに基づき、進行管

理を行います。進行管理の内容は公表し、取組の成果を明らかにします。 

 

 【基本施策の進行管理】 【重点的取組の進行管理】 

前年度 

10月頃～ 

総合計画の体系に基づき、翌年度に実施する事業の予算編成を行

います。予算編成にあたっては、市長ヒアリングを実施し、総合

計画における 11 の重点的取組を踏まえながら、翌年度、各部署に

おいて重点的に取り組む課題（「部の重点課題」）や、68 の重点プ

ロジェクトについて確認します。 

当該年度 
各部署の取組を実施します。 

10月頃 

 市長ヒアリング 

上半期を過ぎた段階で、部の重点

課題の中間評価と、重点プロジェ

クトの進捗状況を確認します。 

翌年度 

4月頃 

 市長ヒアリング 

１年間の取組を終えた段階で、部

の重点課題の最終評価と、重点プ

ロジェクトの進捗状況を確認しま

す。 

6月～ 

10月頃 

行政評価（内部評価） 

前年度に実施した予算事業や、総

合計画基本計画に定める 31 の施

策について評価を実施します。 

 

行政評価（外部評価） 

評価の客観性を高めるため、行政

外部（市民や学識経験者など）の

視点により、前年度に実施した予

算事業などの評価を実施します。 

 

9月～ 

10月 

市議会（決算審査） 

前年度に実施した各予算事業の

決算の審査を受けます。 

 

  Check（評価）した内容を踏まえ、取組の改善点を考察し、次の

年度における予算事業や部の重点課題に反映します。 

 

 
Ｐｌａｎ 

（計画） 

 
Ｄｏ 
（実施） 

 
Ｃｈｅｃｋ 

（評価） 

 
Ａｃｔｉｏｎ 
（改善） 

 
Ｃｈｅｃｋ 

（評価） 
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〇丸亀市総合計画審議会 

（任期：平成２９年３月２４日～平成３０年３月１６日） 

区分 氏名 所属等 備考 

学識経験者 

（３名） 

井原 理代 
高松大学経営学部 教授 

香川大学名誉教授 
会長 

逢坂 十美 四国学院大学社会学部 教授 
 

立山 雄一 四国職業能力開発大学校 副校長 
 

公共的団体等の 

構成員 

（８名） 

岩崎 正朔 丸亀市コミュニティ協議会連合会 会長 
 

久保田 英俊 丸亀市社会福祉協議会 事務局長 
 

小池 よう子 
公益財団法人かがわ産業支援財団 

農商工連携コーディネーター 

 

佐久間 知恵 中讃ケーブルビジョン株式会社 
 

佐々木 美紀子 丸亀市ＰＴＡ連絡協議会 
 

藤田 裕子 特定非営利活動法人グランマール 理事 
 

森 茂 丸亀商工会議所 会頭 副会長 

山下 多加子 
株式会社香川銀行飯山支店兼綾歌支店 

支店長 

 

公簿により 

選任した者 

（３名） 

桑田 桃子  
 

佐藤 常光  
 

直井 敏彦  
 

市長が特に 

必要と認める者 

（２名） 

浦山 夏穂 平成２９年丸亀市成人式実行委員会委員 
 

森岡 翔哉 大学生 
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〇「第二次丸亀市総合計画」策定の経過 

平成２８年５月 総合計画に関する市民アンケート調査 

平成２９年３月２４日 第１回丸亀市総合計画審議会 

丸亀市総合計画審議会へ諮問 

平成２９年５月３１日 第２回丸亀市総合計画審議会 

平成２９年８月１０日、１７日 総合計画ワークショップの開催 

平成２９年８月２９日 第３回丸亀市総合計画審議会 

平成２９年１０月４日 第４回丸亀市総合計画審議会 

平成２９年１１月２９日 第５回丸亀市総合計画審議会 

平成２９年１２月１４日 第６回丸亀市総合計画審議会 

平成３０年１月４日～ 

（平成３０年２月１３日まで） 

パブリックコメント実施 

平成３０年２月１５日 第７回丸亀市総合計画審議会 

平成３０年３月１６日 丸亀市総合計画審議会からの答申 
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